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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

(1)連結経営指標等      

売上高（千円） 9,364,232 10,957,381 15,261,499 25,018,281 28,174,752

経常利益（千円） 844,772 1,809,921 2,741,047 3,162,405 2,678,164

当期純利益（千円） 458,423 1,171,239 1,525,062 1,268,112 701,533

純資産額（千円） 6,612,473 7,591,280 6,493,198 8,852,122 8,768,073

総資産額（千円） 9,194,327 10,324,842 9,712,431 14,036,951 13,789,726

１株当たり純資産額（円） 57,138.06 65,820.54 14,664.38 19,540.06 19,815.58

１株当たり当期純利益(円) 3,926.00 10,131.31 3,331.45 2,729.31 1,569.29

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益(円)
－ 10,126.40 3,313.73 2,725.02 －

自己資本比率（％） 71.9 73.5 66.7 62.4 63.1

自己資本利益率（％） 6.9 16.5 21.7 16.6 8.0

株価収益率（倍） 48.14 47.08 30.32 21.80 22.30

営業活動による

キャッシュ・フロー(千円)
534,895 1,653,345 2,260,482 1,597,844 1,907,299

投資活動による

キャッシュ・フロー(千円)
1,187,789 962,338 △320,429 △469,974 △465,381

財務活動による

キャッシュ・フロー(千円)
△1,446,259 △1,621,868 △2,885,807 △3,240,699 △1,672,897

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
3,822,079 4,817,482 3,871,832 2,864,532 2,612,962

従業員数（人）

［外、平均臨時雇用者数］
538 481

597

[275]

1,007

[313]

1,263

[321]
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回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（千円） 9,267,524 10,846,252 14,831,959 16,046,257 19,225,529

経常利益（千円） 893,800 1,813,755 2,594,868 3,071,107 3,118,525

当期純利益（千円） 578,546 1,019,260 1,405,144 1,339,849 1,016,066

資本金（千円） 1,421,815 1,421,815 1,421,815 1,421,815 1,421,815

発行済株式総数（株） 119,160 119,160 476,640 476,640 476,640

純資産額（千円） 6,620,127 7,444,656 6,211,137 8,566,786 8,824,363

総資産額（千円） 9,192,932 10,156,856 8,525,307 12,484,031 12,937,155

１株当たり純資産額（円） 57,204.20 64,549.23 14,060.75 19,106.38 20,083.72

１株当たり配当額

(１株当たり中間配当額)（円）

2,700

（　　　－）

2,700

（　　　－） 

950

（　　　－） 

950

（　　　　－） 

1,600

（　　　　－） 

１株当たり当期純利益(円) 4,954.75 8,816.68 3,069.50 2,883.70 2,272.88

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益(円)
－ 8,812.41 3,053.17 2,879.17 －

自己資本比率（％） 72.0 73.3 72.9 68.6 68.2

自己資本利益率（％） 8.7 14.5 20.6 18.1 11.7

株価収益率（倍） 38.15 54.10 32.90 20.63 15.40

配当性向（％） 54.0 30.6 30.9 32.9 70.4

従業員数（人） 533 475 519 663 763

　（注）１．消費税等については、税抜処理によっております。

　　　　２．第16期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　　　　３．第18期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月9

　　　　　　日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

　　　　　　平成17年12月9日）を適用しております。

４．当社は平成18年２月１日付をもって、普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。
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２【沿革】

年月 沿革

平成元年11月 鹿児島県鹿児島市に、オープンシステムのコンサルティング業務を主目的として、フューチャーシ

ステムコンサルティング株式会社を設立。

平成２年９月 東京都中央区に本社（東京オフィス）を移転。

平成４年５月 東京都港区に本社（東京オフィス）を移転。

平成６年１月 岡山県岡山市に岡山オフィスを設置。

平成６年10月 東京都品川区に本社（東京オフィス）を移転。

平成８年５月 福岡県福岡市博多区に福岡オフィスを設置。

平成９年１月 米国カリフォルニア州サンタクルーズに米国現地法人Future Architect,Incを設立。

平成11年１月 東京都渋谷区にフューチャーフィナンシャルストラテジー株式会社を設立。

平成11年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成12年２月 東京都渋谷区に本社（東京オフィス）を移転。

平成13年７月 鹿児島県鹿児島市与次郎に鹿児島オフィスを移転。

平成14年６月 東京証券取引所市場第一部上場。

平成15年10月 神奈川県横浜市西区に横浜オフィスを設置。

平成16年９月 イギリス駐在事務所を設置。

平成17年３月 岡山県岡山市の岡山オフィスを閉鎖。

平成17年６月 東京都渋谷区にフューチャーインベストメント株式会社を設立。

平成17年10月 中国上海市に上海用友幅馳信息諮詢有限公司を設立。

平成18年１月 大阪府大阪市中央区に大阪オフィスを設置。

平成18年３月 イーマニファクチャリング株式会社に資本参加。

平成18年12月 東京都品川区にＲＩパートナーズ有限責任事業組合を設立。

　 株式会社魚栄商店に資本参加。

平成19年１月 ウッドランド株式会社を吸収合併。フューチャーアーキテクト株式会社に商号変更。

　 東京都品川区に本社（東京オフィス）を移転。

平成19年12月 連結子会社の株式会社スワン及び株式会社ワイズウェアを吸収合併。

　 連結子会社の株式会社エルムが株式会社フィット、株式会社エムシンク、トリプルダブル株式会社

及び株式会社メイプル（いずれも連結子会社）を吸収合併。

平成20年１月

　

株式会社ザクラに資本参加。

平成20年６月

　

連結子会社の株式会社ＡＢＭがパブリック・マネジメント・コンサルティング株式会社に公会計

部門を承継させる会社分割を実施。

平成20年７月

　

連結子会社のフューチャーインベストメント株式会社に投資部門を承継させる会社分割を実施。

平成20年８月

　

連結子会社の株式会社アセンディアがエー・エス・アイ株式会社のネットビジネス事業及びシス

テムソリューション事業を譲り受ける事業譲受を実施。

平成20年12月

　

連結子会社の株式会社エルムが同じく連結子会社のイーマニファクチャリング株式会社を吸収合

併。
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３【事業の内容】

  当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社11社及び持分法適用関連会社６社で構成され、「ＩＴ

コンサルティング事業」、「パッケージ＆サービス事業」及び「企業活性化・新事業開拓事業」の３つを主な事業とし

ております。

　各事業の内容及び事業活動に係る連結子会社及び持分法適用関連会社の位置付けは、以下の通りであります。 

（ＩＴコンサルティング事業）

  顧客の抱える経営上の問題を経営者の視点で共有し、顧客のビジネスを本質から理解したうえで、実践的な高い技術

力により先進ＩＴを駆使した情報システムを構築することで、問題を解決していく事業。

会社名 業務内容

 フューチャーアーキテクト株式会社（当社）

 最先端のＩＴを駆使し、中立・独立の立場からＩＴコンサルテ

 ィングサービス及びハードウェア等プロキュアメントサービス

 の提供、並びに当社グループへのコーポレート機能の提供 

 フューチャーフィナンシャルストラテジー株式会社

 （子会社）

 金融機関向けコンサルティング及び金融技術に関する研究・調

 査 

 株式会社ＡＢＭ（子会社）  管理会計パッケージの開発・販売・コンサルティング 

 上海用友幅馳信息諮詢有限公司（関連会社）
 中国市場において、小売業や流通サービス事業に対しコンサル

 ティングサービスの提供 

（パッケージ＆サービス事業）

　販売管理・ＥＲＰなど、専門性の高い領域へ特化した業務パッケージソフトを販売またはＡＳＰを利用しての提供、あ

るいは基幹系システムの受託開発を行うことにより、顧客の業務効率改善を図る事業。

会社名 業務内容

 フューチャーアーキテクト株式会社（当社）
 中堅企業向けＥＲＰパッケージを核としたトータルソリューシ

 ョンサービスの提供

 株式会社エルム（子会社）
 中堅・中小企業向け業態別業務支援システム、基幹系業務シス

 テム、ＥＯＳシステムの開発・販売・サポート 

 株式会社アセンディア（子会社）
 ＪＡＶＡ、Ｗｅｂ技術を核にしたシステム開発、人材育成、電

 子自治体向けシステム、開発ツールの販売 

 株式会社ジーベックランド（子会社）  小売チェーン運営のトータルソリューションの提供

 株式会社ディアイティ（関連会社）
 セキュリティ・ネットワーク関係製品、サービスの開発・販

 売・提供 

 サイバー・ソリューション株式会社（関連会社）
ＡＳＰサービスシステム、企業の情報システム基盤等の構築、運

用プランニング及びマネジメントサービスの提供

 株式会社エルモス（関連会社）
 印刷全般・什器備品・ＯＡサプライ用品・ＯＡ機器並びにＰＯ

 Ｓシステム等の販売

 （企業活性化・新事業開拓事業）

　対象企業の経営に深く参画し、ＩＴを含めた短期かつ、抜本的な改革により企業の活性化を実現したうえで、各業態ご

とに成功モデルを構築する事業。また、当社グループにない事業を営む企業との提携、新進企業の創設や出資等を通し

て、当社の経営、業務、ＩＴ全般にわたるノウハウ・技術力を活用・融合することで対象企業の価値を最大化し、あるい

はその成長を加速することで当該業界の発展に寄与していく事業。

会社名 業務内容

 株式会社魚栄商店（子会社）  食品スーパーマーケット 

 株式会社ザクラ（子会社）（新規）
 インターネットメディア事業及び情報システムコンサルティン

 グ事業

 　また、この３つの事業を拡充・補完するために、「サービスの提供」機能の他に、付随的に「研究開発体制強化」、

「特定業種へのコンサルティング機能強化」及び「新規マーケット開拓」等の各機能が必要であり、そのために投資

運用を専門的に行う子会社が計画的に関係会社を設立、運営しています。

会社名 業務内容

 フューチャーインベストメント株式会社（子会社）  有価証券の保有、運用、投資業務 

 ＲＩパートナーズ有限責任事業組合（子会社）  投資業務

 Future Architect, Inc. （子会社）  米国の最新ＩＴに関する調査・研究・開発等 

 アソシエント・テクノロジー株式会社（子会社）  資産管理

 株式会社ディー・ワークス（関連会社）  ウェブサイトアクセス解析ツールの開発及びＡＳＰ事業 

 サクセス・コンサルティング株式会社（関連会社）

（新規）

 先物取引に関わる業務系関連システムの構築、販売、コンサル

 ティング

事業の系統図は、以下の通りです。
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　<事業系統図>
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４【関係会社の状況】

(1)連結子会社

名称 住所
資本金

（千円）
主な事業内容

議決権の

所有割合

（％）

関係内容

役員の兼任

資金

援助

営業上

の取引
当社

役員

（人）

当社

従業員

（人）

フューチャーフィ

ナンシャルストラ

テジー株式会社

東京都品川

区
30,000

ＩＴコンサル

ティング事業
100.0 4 - なし

金融関連コンサルティン

グの委託

株式会社ＡＢＭ
東京都品川

区
350,000

ＩＴコンサル

ティング事業
52.2 1 2 資金貸付

ＡＢＣ原価計算パッケー

ジライセンスの供与

株式会社エルム
東京都品川

区
200,000

パッケージ＆

サービス事業
93.1 3 1 なし

販売管理パッケージライ

センスの供与

株式会社アセン

ディア

大分県大分

市
83,700

パッケージ＆

サービス事業
100.0 1 - 資金貸付

開発業務に関する役務の

受領

株式会社ジーベッ

クランド

大阪市中央

区
10,000

パッケージ＆

サービス事業
90.0 - 2 資金貸付 なし

株式会社魚栄商店 新潟市南区 198,000
企業活性化・新

事業開拓事業

100.0

 (100.0)
1 1 資金貸付 なし

株式会社ザクラ
東京都品川

区
17,500

企業活性化・新

事業開拓事業

83.3

 (83.3)
- 2 なし

開発業務に関する役務の

受領

フューチャーイン

ベストメント株式

会社

東京都品川

区
10,000 全社 100.0 2 2 資金貸付

株式の保管・運用及び投

資業務の委託

ＲＩパートナーズ

有限責任事業組合

東京都品川

区
348,000 全社

100.0

 (100.0)
- - なし 投資業務の委託

Future Architect,Inc.

米国

カリフォル

ニア州

16,558

(139千米ドル)
全社 100.0 3 - なし なし

アソシエント・テ

クノロジー株式会

社

大分県大分

市
273,475 全社 100.0  1 1 なし なし

　（注）１．「主要な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．株式会社ＡＢＭ、株式会社エルム、株式会社魚栄商店、ＲＩパートナーズ有限責任事業組合及びアソシエント

・テクノロジー株式会社は、特定子会社に該当しています。

３．上記子会社は、有価証券届出書・有価証券報告書とも提出していません。

４．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

５．フューチャーインベストメント株式会社は、ＲＩパートナーズ有限責任事業組合の業務執行組合員でありま

す。

６．株式会社魚栄商店については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　 （1）売上高　　　4,677百万円

　　　　　　　　　　　 （2）経常損失　　  349百万円

 　　　　　　　　　　  （3）当期純損失    688百万円

　　　　　　　　　　　 （4）純資産額　　△275百万円

　　　　　　　　　　　 （5）総資産額　　1,007百万円
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(2)持分法適用関連会社

名称 住所
資本金

（千円）
主な事業内容

議決権

の所有

割合

（％）

関係内容

役員の兼任

資金

援助

営業上

の取引
当社

役員

（人）

当社

従業員

（人）

上海用友幅馳信息

諮詢有限公司
中国上海市

28,703

(247千米ドル)

ＩＴコンサル

ティング事業
40.1 2 - なし

中国市場におけるITコン

サルティングの提供

株式会社ディアイ

ティ

東京都江東

区
428,745

パッケージ＆

サービス事業
47.9 1 - なし

ネットワークコンサル

ティングに関する役務の

受領

サイバー・ソ

リューション株式

会社

東京都江東

区
310,000

パッケージ＆

サービス事業

47.9

 (47.9)
1 - なし なし

株式会社エルモス
大阪市中央

区
10,000

パッケージ＆

サービス事業

40.0

 (40.0)
1 - なし ＯＡ機器・什器の購入

株式会社ディー・

ワークス

静岡市清水

区
25,000 全社

50.0

 (50.0)
- 2 なし なし

サクセス・コンサ

ルティング株式会

社

東京都中央

区
46,000 全社

34.1

 (34.1)
- - なし なし

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ＩＴコンサルティング事業 　711

パッケージ＆サービス事業 368   [7]

企業活性化・新事業開拓事業 101 [271]

全社 83  [43]

合計 1,263 [321]

　（注）１．上記従業員数は、就業員数（当社グループから当社グループ以外への出向者及び派遣スタッフを除く）を表

示しており、臨時従業員数（契約社員、派遣スタッフ及びパート社員を含む）は［　］内に年間の平均人員を

外数で表示しております。

　　　　２．従業員数が前連結会計年度末に比し、256名増加しましたのは、当社において新卒・キャリアとも積極的に採用活

動を行なったこと及び株式会社アセンディアによるエー・エス・アイ株式会社の事業譲受け等によるもの

であります。

(2)提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

763 31.6 3.6 7,106,064

　（注）１．上記従業員数は、就業員数（当社から社外への出向者及び派遣スタッフを除く）を表示しています。

　　　　２．平均年間給与は、賞与を含んでいます。

　　　　３．従業員数が前事業年度末に比し、100名増加しましたのは、新卒・キャリアとも積極的に採用活動を行なったこと

等によるものであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されていませんが、労使関係は良好です。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度の業績は、

　売上高 28,174百万円（前年同期比　12.6％増）

　営業利益 2,598百万円（前年同期比　14.7％減）

　経常利益 2,678百万円（前年同期比　15.3％減）

　当期純利益 701百万円（前年同期比　44.7％減）

となりました。当連結会計年度の業績において特記すべき事項は、以下の通りです。

我が国経済は、米国のサブプライムローン問題の影響から株価の急落等の金融不安を引き起こし、加えて企業

業績悪化に伴う雇用や所得への不安から個人消費も伸び悩む等、景気は後退局面に入り、今後も先行き不透明な

状況が続くものと思われます。

ＩＴサービス産業全体としては、金融業、製造業を中心として投資意欲が減少しております。他業界においても

投資意欲は変わらないものの、従来と比較してコスト意識が一段と高まっており、業界全体としては厳しい状況

で推移しております。

１.ＩＴコンサルティング事業

①売上高

　当連結会計年度においては、依然として好調な受注が継続しており、また、コンサルタントの稼働率も高水準で

推移した結果、当事業分野の売上高は18,891百万円（前年同期比11.0％増）となりました。

　流通業及びサービス業においては、同業間の競争はますます激化しており、その大きな切り札でもあるＩＴ戦略

を見直し・強化する動きが強くなっております。この結果、リアルタイム処理が可能なシステムを低コストで実

現する当社に対する引き合いは強くなっており、売上高は大幅に増加し、全体の売上高に占める割合は70％（前

年同期57％）となりました。一方で金融業や製造業においては、景気の悪化に伴いＩＴ投資に対する姿勢が慎重

になっており、金融業の売上高割合は20％（前年同期29％）、製造業の売上高割合は10％（前年同期14％）とそ

れぞれ減少いたしました。

　なお、フェーズ別売上高割合は、戦略フェーズ18％（前年同期19％）、設計フェーズ20％（前年同期20％）、開発

フェーズ57％（前年同期56％）、保守運用フェーズ５％（前年同期５％）となっており、各フェーズともバラン

スよく伸長しております。

②営業費用及び営業利益

　費用面では、受注が伸長したことにより、社員の供給能力以上の部分について外部パートナーへの依存度が高ま

らざるを得ず、外注費5,571百万円と急増したほか、新卒及び中途採用を積極的に行ったことによる採用費285百万

円、新卒者を即戦力として育成するための研修費264百万円等を計上した結果、営業費用は16,290百万円（前年同

期比16.5％増）、営業利益は2,601百万円（前年同期比14.0％減）となりました。

２.パッケージ＆サービス事業

①売上高

　中核となる株式会社エルムにおいて、引き続き受注が堅調に推移しており、また、事業譲受により株式会社アセ

ンディアの一事業部となったエー・エス・アイ株式会社の事業も売上高増加に寄与した結果、売上高は4,888百万

円（前年同期比4.5％増）となりました。また、ＥＲＰ事業において大規模プロジェクトのノウハウとパッケージ

サービスを融合させてミドルレンジ市場へ本格的に進出したことや、受託開発や運用保守事業においてプロジェ

クト初期段階から参画して本社との協業を推進する等、ウッドランド株式会社との合併当初の目的であったミド

ルレンジ市場の開拓、運用フェーズの強化は順調に進んでおります。

②営業費用及び営業利益

　前連結会計年度の事業見直しによるソフト資産の償却負担の減少やグループ会社再編に伴う組織体系の整備に

より、エー・エス・アイ株式会社の事業譲受により社員が大幅に増加したにもかかわらず、営業費用は4,510百万

円（前年同期比1.1％減）と若干ながら減少いたしました。この結果、営業利益は377百万円（前年同期比232.2％

増）と大幅に増加しております。
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３.企業活性化・新事業開拓事業

①売上高

　景気悪化に伴って消費マインドが冷え込んでいるにもかかわらず、店舗改装や商品部門の人財補強による商品

力強化等の売上高増加策が功を奏し、主要店舗において集客力が増加した結果、売上高は4,777百万円となりまし

た。

②営業費用及び営業利益

　費用面については、機会ロス及び廃棄ロスの改善やＩＴによる自動発注の導入、仕入先との条件見直しにより年

度後半に粗利率改善が進み、１２月には過半の店舗で黒字化を達成しましたが、仕入改革の進捗が予定より遅れ

たことや、組織再編が遅れ人件費を含む販管費の見直しが進まなかったこともあり、営業費用が5,181百万円と増

加し、営業損失は403百万円となりました。

４.営業外損益及び経常利益

　営業外収益に負ののれん償却額56百万円等、営業外収益を152百万円計上しております。

　一方、円高の影響による為替差損43百万円等、営業外費用72百万円を計上した結果、当連結会計年度の経常利益

は2,678百万円（前年同期比15.3％減）となりました。

５.特別損益、税金等調整前当期純利益及び法人税等並びに当期純利益

　公会計事業（ＩＴコンサルティング事業の一事業）の会社分割による事業譲渡益140百万円等、特別利益を150

百万円を計上しておりますが、株式市場低迷による投資有価証券評価損274百万円や、事業計画見直しに伴う減損

損失595百万円等、特別損失を1,017百万円を計上した結果、税金等調整前当期純利益は1,810百万円となりました。

　この税金等調整前当期純利益から法人税等や少数株主損失を加減した結果、当期純利益は701百万円（前年同期

比44.7％減）となりました。

(2)キャッシュ・フロー

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前当期純利益1,810百万円を計上し、法人税等の支払額が△239百万円、連結会計年度末に顧客への請

求が集中したことによる売上債権増加額△1,255百万円等がありましたが、減価償却費や減損損失等の非資金支出

1,707百万円によって、営業活動によるキャッシュ・フローは、1,907百万円となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　当連結会計年度は、オフィス移転や株式会社魚栄商店の店舗改装等による有形固定資産の取得による支出△366

百万円、ソフトウェアの開発等に伴う無形固定資産の取得による支出△175百万円、投資有価証券の取得による支

出△156百万円、敷金保証金の純支出△16百万円等によって、投資活動によるキャッシュ・フローは、△465百万円

となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出△384百万円、長期借入金の

返済及び社債の償還による支出△608百万円及び配当金の支払△424百万円等により、△1,672百万円となりまし

た。

④現金及び現金同等物の期末残高

　これら営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フロー等による現金及び現金同等物の減少額は△251百

万円となり、現金及び現金同等物の期末残高は2,612百万円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

ＩＴコンサルティング事業（千円） 12,155,612 135.9　

パッケージ＆サービス事業（千円） 2,883,429 95.4　

企業活性化・新事業開拓事業（千円） 3,926,266 138.8　

合計（千円） 18,965,308 128.2　

　（注）　金額は、ＩＴコンサルティング事業及びパッケージ＆サービス事業については原価及びハードウェア等調達品の

仕入価格、企業活性化・新事業開拓事業については原価及び商品仕入価格によっております。

(2)受注状況

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ＩＴコンサルティング事業 19,515,217 98.8　 5,268,663 113.4　

パッケージ＆サービス事業 5,000,035 119.8　 1,103,988 158.7　

企業活性化・新事業開拓事業 16,377 －　 2,487 －　

合計 24,531,629 102.5　 6,375,138 119.4　

　（注）　企業活性化・新事業開拓事業については、前連結会計年度は受注生産を行っておりませんので、前年同期比は記

載しておりません。

(3)販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

ＩＴコンサルティング事業（千円） 18,891,390 111.1　

パッケージ＆サービス事業（千円） 4,591,346 101.3　

企業活性化・新事業開拓事業（千円） 4,691,563 134.9　

その他（千円） 451 51.8　

合計（千円） 28,174,752 112.6　

　（注）１．金額は、セグメント間の内部売上高又は振替高を除いた外部顧客に対する売上高によっております。

　　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

<主要顧客別売上状況>

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

佐川急便株式会社 4,065,720 16.3 4,803,260 17.0

株式会社ローソン － － 4,162,737 14.8
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３【対処すべき課題】

①プロジェクトのマネジメント強化と支援体制の構築〔ＩＴコンサルティング事業、パッケージ＆サービス事業〕

基幹系システムの再構築プロジェクトは従来と比べて大規模化しているため、高度なプロジェクトマネジメント

能力の養成を図ることが求められています。一方、設計・開発技法の更なる洗練及び標準化を推進していくととも

に、プロジェクトのシステム稼動まで、または稼動後の保守運用までにおいて、プロジェクトで発生する全ての課題

に対し、予防的に密着型の支援体制を強化してまいります。

②プロジェクトに共通の設計・開発技法についての研究開発活動〔ＩＴコンサルティング事業〕

プロジェクトに共通の設計・開発技法については、既に実装段階であり、生産性向上に寄与していますが、中期的

な技術優位性を確保すべく応用範囲拡大にむけた研究開発を継続し、そのナレッジを共有して社内への浸透を図っ

てまいります。

③プロフェッショナルとしての人財確保・育成及び外部アライアンス強化〔全事業〕

プロジェクトが大規模化する中で、従来にも増して質の高い人財の確保及び育成が鍵となります。当社グループ

では、情報技術の最先端を追究することで優秀な人財を積極的に引き付ける磁場を創造していきたいと考えており

ます。また、プロジェクトの局面に応じて適切な外部パートナーがタイムリーに参加できる方向でアライアンス強

化に取り組んでまいります。

④利益率の向上〔パッケージ＆サービス事業〕

パッケージ＆サービス事業は、予め用意しているパッケージソフトにカスタマイズを加えて販売しております

が、カスタマイズ業務は人の手を必要としますので、利益率が相対的に高くなく、また種々のリスクを伴います。

　そのため、パッケージソフトそのものの完成度を高め、可能な限りカスタマイズ工数を減らすことで利益率を向上

させてまいります。

⑤販売チャネルの強化〔パッケージ＆サービス事業〕

パッケージビジネスの利益率は、販売シェアとの相関関係が強く、販売シェアの拡大のためには営業力の強化が

必要不可欠となります。これまでは複数の企業に当社グループ製品の販売パートナーになっていただいております

が、今後はパートナー別の役割を明確にするとともに、有力な新規パートナーを開拓し、効果的なパートナー戦略の

実現に努めてまいります。

⑥販売・仕入・在庫情報管理〔企業活性化・新事業開拓事業〕

同業他社間の競争が激しい小売業界の中で、更なる発展を目指すためには、常に市場ニーズに合致した商品の供

給が求められております。そのため、より良い商品をより安くよりタイムリーに提供するために仕入ルートの開拓

に注力してまいります。また、無駄なコストを削減し、商品を効率良く販売するため、販売・仕入・在庫計画の精度

向上に努めてまいります。

⑦個別店舗の強化〔企業活性化・新事業開拓事業〕

既存店舗の業績が頭打ち状態となっている厳しい経営環境化ではありますが、限られたリソースを最大限に有効

活用し、お客様に対して魅力ある店舗改装を積極的に実施するとともに、店内組織・店内作業の見直しによる業務

効率の向上や経費構造の見直しによるローコスト経営の実現を目指し、安定した経営基盤の確立に努めてまいりま

す。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある主な事項

を以下に記載しています。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資判断

上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しています。

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努めてい

ます。なお、文中における将来に関する事項は、平成21年３月23日現在において当社が判断したものです。

(1)事業の内容及び業界動向

当社グループのＩＴコンサルティング事業は、顧客の抱える経営上の課題を経営者の視点で共有し、顧客のビ

ジネスの本質を理解したうえで、実践的な高い技術力により先進ＩＴを駆使した情報システムを構築すること

で、課題を解決していくというものです。

　その第一の特徴は、次世代情報システムの基軸となるオープンシステムに創業以来特化し、そのパフォーマンス

を最大限引出すためにハードウェアベンダーやソフトウェアベンダーに依存しない中立の立場を保持し、最適化

を追求していることです。

　第二の特徴は、ＩＴ戦略コンサルティングフェーズからシステムの設計、アプリケーションソフトウェア開発、

ハードウェア・ソフトウェアプロダクトの選定・調達、教育・運用フェーズまで一貫したサービスを提供してい

ることです。コンサルティングの結果を、概念の提示で終わらせることなく、それをシステムの形に具現化し、顧

客の実利用に供し、業務上の成果としての実感につなげて、はじめて、顧客の満足度を向上させることになると考

えているためです。

　このように、ＩＴとビジネスを実践的かつ効果的に融合させることで顧客の経営改革、経営課題の解決をシステ

ム構築・運用に至るまでを一貫して執り行う、当社グループのユニークなＩＴコンサルティング事業に対する顧

客からのニーズは、リアルタイム処理への要請の増大、基幹系システム再構築（大規模ダウンサイジング）への

需要の高まり及び企業再生・再編、統合の加速化等の背景から、引続き強いと見込まれます。

　また、当社グループのパッケージ＆サービス事業は、販売管理、会計といった自社開発のパッケージソフトを、当

社の販売チャネルを使い、又は、パートナー経由やＯＥＭで提供し、あるいはＡＳＰで提供することにより、中堅

・中小企業を中心とした顧客の業務効率改善を図っております。

　このパッケージ＆サービス事業では、顧客の業態や市場に応じてパッケージソフトをカスタマイズして提供す

ることで、通常のパッケージソフトウェアでは対応が難しい顧客のきめ細かなニーズに応えるだけでなく、一か

らシステムを構築することに比べると、低コスト、短期間の導入を実現しています。

　さらに、企業活性化・新事業開拓事業では、８店舗を運営する地方スーパーマーケットを傘下に持っており、地

元で獲れた新鮮な食材を消費者に提供することを主な目的としております。当スーパーマーケットに対しては、

当社グループが有する流通業に対する戦略的・技術的経験をフルに活用し、併せて、ＩＴ装備を進めることで、事

業の活性化を図っていくこととしております。

　それぞれの事業の概要は、以上に述べたとおりですが、他方、当社グループの各事業をめぐる企業間の競争は非

常に厳しく、以下のリスクが挙げられます。

(2)経済情勢と事業環境

日本経済は昨年後半来の世界経済の急減速の影響を受け、景気は急激に下降しつつあり、今後の動向も余談を

許さない状況となっております。当社の顧客層におきましても、大きなウェイトを占める流通・サービス分野、準

公共分野では、今のところ需要は堅調に推移しておりますが、金融分野、製造分野においては、今後の動向は不透

明であり、常に事業環境の急変に備えた経営が不可欠と認識しております。

　他方、こうした厳しい事業環境の下、当社グループを取り巻く競争環境もコンサルティング機能面の優劣だけで

はなく、デリバリー力の優劣も加わるようになることが予想されます。

　こうした背景の中で、当社の持つ専門性の高いソリューションやダウンサイジングにおける技術的なノウハウ

が、先進的な企業の競争力の確立に対して有効であることを改めて確信するとともに、人材の育成やプロジェク

トマネジメントの高度化等の内部強化を着実に行い、ユーザー企業と一体となって経営改革を推し進めていく所

存であります。
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また、日本企業の大多数を占める中小規模の企業では、ＩＴの活用は依然として低位にとどまっておりますが、

他方、これらの企業を取り巻く市場競争、或いは、財務面での環境は更に悪化することも予想され、ＩＴ活用のた

めに十分な投資ができるという状況にはありません。したがって、このような企業における業務効率の改善のた

めには、安価で汎用性の高いパッケージソフトを用いたソリューションが有効であり、パッケージ＆サービス事

業につきましては、低コスト、短期間の導入を実現するために、カスタマイズ工数の短縮のための追加ライブラリ

を拡充するとともに、インターネット環境への対応（ＪＡＶＡ、.Ｎｅｔ化）など、パッケージソフト自体の完成度

を高めてまいります。

このように、当社グループの優位性を一層高めるための施策についても継続的に実施していきますが、景気動向

の影響により企業の投資意欲が減退し、受注が減少する可能性は小さくないと予想され、これに即応できるよう

備えていく必要があります。

　また、当社グループの企業活性化・新事業開拓事業は、地元に根ざしたサービスを行っておりますが、景気動向、

価格競争の激化、異常気象等による生鮮相場の大幅な変動等の外的要因により、業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(3)事業展開の状況及び見通し

このような経済情勢の下で、当社グループは、経営刷新を目的として基幹系システムの再構築を行うもの、専門

性の高いソリューションを導入することにより差別化や合理化を実現するもの、企業の再生や再編のキーとして

ＩＴの導入を考えるもの、あるいは、急成長を支える基盤としてＩＴの整備を行うもの等々の多岐に亘る企業

ニーズを経営とＩＴを融合させることにより実現するだけでなく、企業の発展を通じて、人、情報、ファイナンス

を有機的に結び付けて都市や地域を活性化させることで、社会全体に対するイノベーションを起こすことを目指

して事業展開を行っております。

　そのために、過去に培った経験を企業の資産としてノウハウ化し、またコンポーネント化、プロダクツ化して業

種内あるいは類似業種に横展開する体制を整えております。

　しかし、これらの経験やノウハウが業種内や類似業種への横展開に不十分であったり、不適切であることによ

り、意図した効果が充分にあげられない可能性があります。

(4)技術革新への対応

当社グループのＩＴコンサルティング事業は、創業以来、先端のＩＴ、ネットワーク技術を駆使し、特定のプロ

ダクトに依存しないオープンシステムに特化しており、全てのベンダーに対し中立的立場に立ち、顧客にとって

最適なプロダクトの選択に努めていますが、過当競争に伴いベンダーの淘汰が進行し、選択肢が狭まる可能性が

あります。

　また、当社グループは、競争力の増強・確保のためにＩＴを中心とした最先端技術の研究・導入に注力する必要

があります。そのため、当社グループでは、当社のコアテクノロジー部門を中心にソフトウェア及びハードウェア

の最新情報の収集を行っております。当社グループのパッケージ＆サービス事業においても、既存のパッケージ

ソフトの.Ｎｅｔ対応や次世代製品の開発等、新技術に対応するために順次バージョンアップを施しております。

　しかし、これらの新技術への対応が遅れる可能性もあり、その場合には当社グループの競争力が低下することが

予想され、その結果、今後獲得する受注が減少する可能性があります。

(5)研究開発活動

近年、顧客企業を取り巻く経済環境の変化は激しさを増し、またＩＴの技術進歩もスピード・アップしている

ことから、顧客企業の情報システムも陳腐化が加速しています。このため、将来を見据えた先進的なシステムをよ

り短期間で開発することが、当社グループにも求められています。この様な状況を踏まえ、当社グループでは各種

のコンポーネントや開発支援ツールを必要かつ充分な範囲に絞って準備しております。

　これらのコンポーネントや開発支援ツールを利用することによって、実際のシステム開発において品質の向上

や生産性の改善に大きな効果が現れており、これらは既に実装、活用の段階に入っていると言えます。しかし、Ｉ

Ｔにおける技術革新は日進月歩で進んでおり、また顧客ニーズもより高度化、複雑化していることから、これらに

的確に応えて行くためには、当該コンポーネントや開発支援ツールに新しい技術要素を取り込むことにより、短

い開発期間で高い品質のシステム開発を可能にするだけではなく、分散化等による更なる処理性能の向上、管理

の集中化によるメンテナンスの容易化の実現、インターフェイスの標準化による他システムとのスムーズな連携

の確保等に継続的に取組んでいく必要があります。

EDINET提出書類

フューチャーアーキテクト株式会社(E05033)

有価証券報告書

 14/116



また、これまで培ったノウハウ等を効果的、効率的に活用可能にするため、業種別プラットフォームモデルにつ

いても拡充する必要があります。

　パッケージ＆サービス事業につきましても、顧客ニーズに合わせてカスタマイズを行う際に、予め用意している

業態別テンプレートや追加ライブラリを使用し、高品質・短納期を実現いたしますが、こうしたテンプレートや

ライブラリのバリエーションの追加を順次行っております。

　当社グループは、今後もこのような研究開発活動に更に注力していきます。また、そのために、このような研究開

発活動を推進する優秀な人材の確保についても更に注力していきます。しかし、このような人材を確保できない、

若しくは研究開発活動が不調に終わる可能性があり、その場合当社グループの優位性に影響が出る可能性があり

ます。

(6)ソフトウェア

（自社利用のソフトウェア）

当社グループは、経営情報の充実化・業務効率化等のため、自社利用目的のソフトウェア開発を行っています。

当該ソフトウェアは、業務効率化による将来の費用削減効果を期待して資産計上する場合がありますが、業務の

大幅な改革等による急激な機能の陳腐化により減損対象となる可能性があります。

（市場販売目的のソフトウェア）

当社グループは、リアルタイム経営のためのプラットフォームの成功モデルを業種別に標準化するためのソフ

トウェア開発投資を行っており、将来的な受注獲得及びシステム開発の効率化を推進する方針です。

また、連結子会社のいくつかは、種々のパッケージソフトウェアの開発を行っております。

　これらのソフトウェアは、将来の受注獲得見込みあるいは販売可能見込を合理的に見積もったうえで計上して

いますが、マーケット状況の急激な変化や技術トレンドの変化等により投下資本を充分に回収できない可能性が

あります。

(7)人財の確保及び育成

当社グループは、人財の確保及びその後の育成に注力しており、当連結会計年度において、採用費として303百

万円、研修費として280百万円をそれぞれ計上しています。今後も人財の確保及び育成に注力する方針ですが、こ

れが不調に終わった場合には、当社グループの成長性が阻害される可能性があります。

　また、人員の増加に伴い固定的な人件費等も増加するため、固定的費用の増加を上回る受注を獲得できない場合

には業績が悪化する可能性があります。

(8)パートナーとの連携

当社グループは、自社の人財の確保及び育成に注力していますが、一方でプロジェクトを成功させるためには、

プロジェクトの各局面に応じてタイムリーに適切なパートナーを確保することも必要と考えています。そのた

め、パートナーとの関係を強化し、柔軟に事業規模の拡大が図れるような仕組み作りに取り組んでいます。その一

環として、当社グループの経営方針に賛同して頂けるパートナーには、当社グループ独自の設計手法や開発手法

に関わる教育研修を受けて頂くこと等により、システム開発の品質や生産性が向上するよう努めております。

　しかしながら、プロジェクトに対するパートナーの関与割合が高まった場合には、顧客に満足して頂く品質水準

に達するまでに、契約時点では予見不能な追加コストが発生する可能性があります。

(9)プロジェクトマネジメント

プロジェクトマネジメントは全てのプロジェクトで重要であり、プロジェクト・コントロール強化が当社グ

ループに不可欠な課題であることは間違いありません。

　当社グループのＩＴコンサルティング事業では、プロジェクト・コントロール強化のために、プロジェクト統括

本部によるプロジェクトレビュー体制を強化しており、且つ、厳格に運用しています。

　また、現在の標準プロジェクト推進手法を統合、拡張、進化させ、世界標準のモデル・フレームワークとも整合す

る品質管理手法の確立、適用に加えて、プロジェクト情報共有システムによるナレッジの共有化及びプロジェク

トマネジメントに関する教育・研修を推し進めています。

　パッケージ＆サービス事業につきましては、大半のプロジェクトが小規模であり、比較的コントロールし易い状

況ではありますが、プロジェクトに関わるリスクをゼロにはできないことから、当社グループのプロジェクトマ

ネジメントがうまく機能せず、結果として、プロジェクトの採算が悪化する可能性があります。

　また、従来、ＩＴコンサルティング事業の主たる市場となっていた大企業、パッケージ＆サービス事業の主たる

市場となっていた中小企業の中間に位置する企業層については、グループ内で必ずしも確立したプロジェクトマ

ネジメント手法が確立しているわけではなく、プロジェクト採算性が悪化するリスクが存在します。
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(10)特定顧客への依存

当社グループのＩＴコンサルティング事業は、企業規模の制約から大型プロジェクトが社内外の人財投入の

ピークとなる開発フェーズに移行した場合などに、一時的に売上全体に占める特定顧客への売上高依存割合が高

まる場合があります。

　当社グループは、分割受注を行っているため、支払の延滞、信用力の低下などがあった顧客については、次の

フェーズに進行しないなどの対策がとれますが、顧客の業績の影響を一時的に受ける可能性があります。

(11)プロジェクトの大規模化

当社グループのＩＴコンサルティング事業は、顧客企業の規模が拡大傾向にあることに加えて、顧客の情報系

・基幹系を含めたシステム全体を、オープン系技術を駆使して再構築するプロジェクト（大規模ダウンサイジン

グプロジェクト）のニーズが拡大していることから、プロジェクトが大規模化しています。このような大規模プ

ロジェクトを成功に導き顧客の満足を獲得するためには、高度なプロジェクトマネジメントスキルが必要になり

ます。

　大規模プロジェクトに対しては経験豊富なプロジェクトリーダーを配置し、プロジェクトの重要な進捗段階毎

で専門分野別のレビュー責任者から構成されるプロジェクトレビューミーティングを重点的に実施し、問題点を

早期に把握して対処するよう努めています。しかしながら、プロジェクトの大規模化に伴うリスクが増大するこ

とは避けられないことから、顧客に満足して頂ける品質水準に達するまでに、契約時点では予見不能な追加コス

トが発生する可能性があります。また、仕様変更を含む種々の要因により納期のリスケジュールが発生し、期間の

売上及び利益に影響を与える可能性があります。

　また、大規模プロジェクト終了時には大量のコンサルタントのアサイン変更が集中して発生することから、タイ

ムリーなアサイン変更ができない可能性もあり、その結果、期間の売上及び利益に影響を与える可能性もありま

す。

　更に、当社グループでは、顧客へ提供したサービスに起因した損害が顧客に生じることがないようサービスの品

質と納期を維持することに最大限注力していますが、結果として、顧客から損害賠償請求やクレーム等を受けた

場合、損害賠償の限度額は設定されているものの、損害賠償に加えて弁護士等の費用や当該案件に関わる社内リ

ソースの投入に係る費用が発生する可能性があります。

(12)品質保証引当金

当社グループは、顧客に満足して頂ける品質水準を保証するという観点より、契約時ないし決算時には予見不

能であった役務を無償で顧客に提供することがあります。このため、顧客からの信頼、評価を受けやすい反面、プ

ロジェクトマネジメントが上手く機能しない場合には、突発的なトラブルの発生や見積りと実際工数の差異等に

よる作業期間の延長、人員の追加投入を招く場合があり、そのコストを当社グループが負担する可能性がありま

す。

　当社グループは、こうしたコスト発生に備えるため、過去の実績に基づき将来の原価発生見込額を引当計上する

品質保証引当金を設定しており、品質保証引当金は当連結会計年度において176百万円を計上していますが、状況

によってはこの金額を超えて損失が発生する可能性があります。

(13)固定資産

当社グループのパッケージ＆サービス事業は、ソフトウェアやソフトウェア仮勘定等の無形固定資産を保有し

ておりますが、マーケット状況が急激に変化し、ソフトウェアの販売見込を大幅に見直した場合や事業撤退に

至った場合には、減損損失が発生し業績に影響を与える可能性があります。

　また、当社グループの企業活性化事業は、小売店舗を保有しておりますが、店舗商圏内に同業他社の大型店が出

店するなど、経営環境が著しく変化する場合には、減損損失が発生し業績に影響を与える可能性があります。

(14)資産に対する先行投資

当社グループのパッケージ＆サービス事業は、資金を先行投資してパッケージソフトを開発し、開発完了後に

販売するビジネスモデルとなりますので、どうしても資金の回収までタイムラグが発生します。企業活性化事業

も同様に、土地や建物を購入し、内装を整え、商品を仕入れてからの商売となります。

　パッケージソフトを開発する際、あるいは店舗出店、商品仕入の際には、入念なマーケティング調査を行ってお

りますが、販売計画が順調にいかない場合は、資金繰りが困難となり、当社グループの財務状況に影響を与える可

能性があります。
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(15)衛生管理

残留農薬や産地・成分の虚偽表示等の問題に代表されるように、消費者の「食」の安全に対する意識が高まっ

ている中で、食品を取り扱う当社グループの企業活性化事業は、従来以上に安全性を重視し、良質な食品の確保及

び徹底した安全衛生管理に努めております。但し、食中毒の発生等、商品の安全性が疑われる問題が発生した場合

やＢＳＥ問題や鳥インフルエンザ、ノロウイルスのような予期せぬ事態が発生した場合には、経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

(16)情報セキュリティ

当社グループは、技術情報はもとより経営に関する情報まで、クライアントが保有する様々な機密情報の開示

を受けます。

　そのため、当社グループは「情報管理」を経営の最重要事項と位置付け、セキュリティ委員会の設置等、当社グ

ループ内情報管理体制の維持・強化、情報管理に対する社内啓発、教育、意識向上等の活動を推進する等、様々な

角度から機密情報の漏洩防止策を採っていますが、万一機密情報が漏洩した場合には、顧客から訴訟や発注の停

止など処置を受ける場合もあります。その結果によっては、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性が

あります。

　また、個人情報については、当該情報の重要性を周知徹底するべく、専門プロジェクトを発足し、当社グループの

役員、従業員に対する啓蒙活動等を通じてその強化を図っています。なお、当社及び連結子会社の一部でプライバ

シーマークを取得しております。

(17)戦略的投資

当社グループは、事業上の結びつき又は将来的な提携を視野に入れて投資活動を行っており、当連結会計年度

の当該目的による投資先数は48社（持分法適用関連会社６社を含む）であります。今後も引続き投資活動を行っ

ていく方針ですが、投資先の事業の失敗等に伴い投資額相当の損失を被る可能性があります。

　また、投資先企業のうち9社が株式公開をしており、当連結会計年度では評価益が発生していますが、これらの評

価益が増減する可能性があります。

　更に、投資先企業の今後の業績によっては、減損対象となることにより、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　(1) フューチャーインベストメント株式会社への会社分割

平成20年５月27日開催の当社取締役会において、財務戦略の機動的運営の観点から、当社の投資業務をフュー

チャーインベストメント株式会社に承継させる会社分割を決議いたしました。

　本会社分割の概要については、「第５　経理の状況」の１連結財務諸表等（企業結合等関係）に記載のとおりで

あります。

　(2) 株式会社ＡＢＭの会社分割

平成20年５月23日開催の株式会社ＡＢＭ取締役会において、同社が得意とする金融事業に特化し経営資源の集

中を行うため、同社の公会計事業を株式会社パブリック・マネジメント・コンサルティングに承継させる会社分

割を決議いたしました。

　本事業譲渡の概要については、「第５　経理の状況」の１連結財務諸表等（企業結合等関係）に記載のとおりで

あります。

　(3) 株式会社アセンディアの事業譲受

平成20年７月11日開催の株式会社アセンディア取締役会において、技術者の確保及び事業規模の拡大を図るた

め、エー・エス・アイ株式会社のネットビジネス事業及びシステムソリューション事業の事業譲受を決議いたし

ました。

　本事業譲受の概要については、「第５　経理の状況」の１連結財務諸表等（企業結合等関係）に記載のとおりで

あります。

　(4) 株式会社エルムとイーマニファクチャリング株式会社との合併

平成20年11月10日開催の株式会社エルム取締役会において、イーマニファクチャリング株式会社が提供する製

造業向け生産管理システムを中心とした業務ソリューションについて、市場訴求力の強化、業務効率改善を図る

ため、株式会社エルムを存続会社としイーマニファクチャリング株式会社を消滅会社とする吸収合併を決議いた

しました。

　本合併の概要については、「第５　経理の状況」の１連結財務諸表等（企業結合等関係）に記載のとおりであり

ます。
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６【研究開発活動】

  当社グループ（当社及び連結子会社）では、過度に人材に依存することなく、高い品質や生産性を安定的に実現

できるよう、システム設計構造の共通化や共通コンポーネントの整備に注力しています。また、グリッド・コン

ピューティング、オートノミック・コンピューティングなど次世代技術の研究開発をはじめ、更には、オープン・シ

ステムにおいてパフォーマンスを左右するネットワーク技術やデータベース技術の開発にも力を入れています。当

連結会計年度の研究開発費の総額は65百万円となっており、主な内容は以下の通りです。なお、企業活性化・新事業

開拓事業については、該当事項はありませんので、ＩＴコンサルティング事業及びパッケージ＆サービス事業の記

載となっております。

１.ＩＴコンサルティング事業

(1)設計構造の共通化及び共通コンポーネントの整備

　ビジネス環境の変動が大きい今日においては、顧客の企業戦略を短期間で実現するＩＴソリューションが強く

求められています。当社グループでは、設計構造の共通化及び共通コンポーネントの整備を進めることにより、そ

の顧客ニーズに即応できる体制を整備しています。主な研究開発成果は、以下の通りです。

①リアルタイム統合フレームワーク（設計構造の共通化）

　分散コンピューティングにおける処理連携手段、運用手段を共通化し、アプリケーションの標準化及び共通化

を実現する設計構造です。その特徴は、業務イベントに直結したリアルタイム処理、最小単位での情報粒度によ

る負荷分散化、サービスの非同期連携による負荷平準化と業務プロセス可視化、大規模システムに適応したリ

ニアなスケールアウト構造、にあります。今後の企業システムの中心となるサービス指向アーキテクチャー

（ＳＯＡ）に合致する、先進的設計思想を実現しています。特にグリッド・コンピューティング、自律分散コン

ピューティングへの対応開発を進めています。

②情報検索システム短期開発ツール＆コンポーネント

　多様な顧客ニーズに対応できる情報分析システムの短期開発や検索処理の効率化を目的とした汎用検索・表

示フレームワークです。情報セキュリティ・監査対応等、今日の情報分析基盤に求められる機能の追加開発を

進めています。

③システム間インタフェースコンポーネント

　ファイル転送やメッセージング、データベース連携による、システム間のデータ連携を容易に構築し、企業シ

ステム全体の変化対応力の向上、運用の効率化を実現するためのコンポーネント群です。

　分散処理構成に対応し、大量のトランザクション処理、高信頼性、高可用性を実現することが可能となってい

ます。また、運用状況の可視化など、直感的に使えるユーザー・インターフェイスと運用監視ツールとのシーム

レスな連携により、運用性、メンテナンス性が飛躍的に向上しています。

④画面・帳票短期開発フレームワーク＆コンポーネント

　Ｊａｖａサーバーフェイシズ（ＪＳＦ）・リッチクライアントプラットフォーム（ＲＣＰ）といった最新技

術の適用により、ＷｅｂおよびＪａｖａアプリケーションによるユーザー・インターフェイスを統合開発する

ことを実現するフレームワークと、そのコンポーネント群です。

⑤運用監視ツール

　分散されたシステムの運用及びアプリケーションの障害情報を一元管理する統合運用監視ツール群です。

⑥ビジネスロジック構成管理ツール

　業務アプリケーションのビジネスロジック、データベース及びユーザー・インターフェイスのプログラム開

発を補助し、構成を管理するツールです。定義からの自動生成を強化し、オブジェクト／リレーショナルマッピ

ング（ＯＲＭ）・アスペクト指向（ＡＯＰ）・依存性注入（ＤＩ）といった技術とオープンソースの積極的

応用により、新規開発部分の極小化・仕様変更への柔軟な対応を実現しています。

⑦リソース管理ツール

　開発ソースコードを一元管理し、変更・修正履歴とコードの関連をトレースするツールです。迅速な変更対応

を実現し、開発・適用工程における手戻りの発生を防止します。

　以上の設計構造やコンポーネントの導入により、当社グループは、アプリケーションの標準化並びに共通化によ

るシステム品質の向上や、顧客ごとに作り込むアプリケーションの最小化による生産性の向上などを実現してい

ます。

　また、顧客にとりましても、システム開発期間を大幅に短縮でき、最適かつ安定したシステムを最小のコストに

よって実現することが可能となっています。
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（2）グリッド及び自律分散コンピューティング技術の開発

　当社グループは、ホスト・サーバーやオフィス用ＰＣなど各種のコンピューター資源をバーチャル化し、全体を

有機的なシステムとして統合するグリッド・コンピューティング技術と自律分散コンピューティング技術に早

くから着目し、それを業務用領域に応用するビジネス・グリッド・コンピューティングの研究開発を続けていま

す。平成15年のパイロット・プロジェクトの成功に続き、平成16・17年は一部の顧客案件において、グリッド及び

自律分散コンピューティングの考え方を応用したシステムアーキテクチャーを採用することにより、それまでメ

インフレーム上で行われていた処理のパフォーマンス向上・システムコスト低減を実現したシステムを提供し

ております。

　現在は、さらなる規模と適用業務の拡大を推進するとともに、システムの稼働状況の可視化や自己最適化に向け

た技術開発を推進しております。

　また分散指向アーキテクチャーの阻害要因ともなり易いデータベースに関して、同様に自律分散型技術の探求

を行っています。

（3）軽量言語の応用研究とＯＳＳコミュニティへの寄与

　近年、生産性の高さで注目され、Ｗｅｂシステム構築において利用の進んでいる軽量言語の研究・検証と応用開

発を進めています。軽量言語適用の場をミッションクリティカルなエンタープライズ領域に拡大すべく、平成18

年に非同期処理ライブラリーを開発し、オープンソースとして公開を行い、以降、海外も含めた有力カンファレン

スでの講演、技術情報サイトへの寄稿などの貢献を行っています。今後も機能向上と関連情報・連携部品を提供

し、ＯＳＳコミュニティの発展に寄与していきます。

（4）インフラ構築技術・ネットワーク技術の開発及び検証

　大規模、短期導入化が要求される昨今の企業システムにおいては、インフラ技術が企業システムの安定稼動およ

び柔軟な変化対応力として、より重要な要素となってきています。当社グループでの取り組みの一例として、増大

するシステムを集約し、運用コストを抑えるひとつの解決策として有効である仮想化技術を調査・検証し、様々

な顧客への導入を手がけています。また、ハードウェア、ソフトウェアの選定とインプリメントにおいても最適を

追求し、高パフォーマンス・低コストのシステム構築を実現しています。

（5）内部統制および情報セキュリティ・コンサルティング推進のための技術提供

　昨今は、情報セキュリティだけでなく、内部統制全般に関するニーズも高まっています。当社グループは、単なる

インフラ構築技術・ネットワーク技術だけではなく、情報セキュリティを含む内部統制・コンサルティングの提

供も充分に行えるように準備を進めています。日本版ＳＯＸ法への対応として、業務アプリケーションの正当性

およびシステム基盤の信頼性を向上させるための技術の検証、さらに活用方法を含めた各種コンサルティングを

推進する体制となっています。

２.パッケージ＆サービス事業

(1) 開発ツールおよびミドルウェア

①部品化合成法ツール

　当社グループでは、低コスト・高品質・短納期というパッケージ製品のメリットを享受しつつ顧客ニーズへの

柔軟な対応を実現する、カスタマイズを前提としたパッケージ開発の独自方法論「部品化合成法」と、その方法

論を実装した開発ツール・ミドルウェアの製品群「ＲＲＲプラットフォーム」を長年にわたって提供しており

ます。

　最新バージョンでは．Ｎｅｔ Ｆｒａｍｅｗｏｒｋへの完全対応を図っておりますが、64ｂｉｔのサーバＯＳや

データベースの最新リリースへの対応を強化すると共に、Ｗｅｂ技術との親和性やセキュリティ対策技術を強化

する等により、多様化する顧客ニーズにいち早く対応するための開発を進めています。

　また従来から行っているＯＥＭによる製品提供についても、旧バージョンからのコンバートを支援する技術開

発や、ＯＥＭ先からの要望に基づく機能強化を進めた結果、最新バージョンで提供できる体制が整いました。
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②帳票開発ツール

　帳票プログラム開発の生産性及び品質向上、大量処理おける性能ボトルネックの解消、ＱＲコード出力等の機能

拡充を目的とした帳票開発ツールの開発が完了し、主要なアプリケーション製品に対する適用を進めておりま

す。なお、本ツールはパッケージ＆サービス事業のみならず、ＩＴコンサルティング事業での活用も視野に入れて

おり、旧フューチャーシステムコンサルティングと旧ウッドランドの合併シナジーの一環と考えております。

③ＥＤＩ構築ツール

　ＥＤＩ構築ツールにつきましては、流通業におけるＥＤＩの裾野の広がりと多様化の状況をキャッチアップす

べく恒常的な機能強化を実施しております。

④ＡＳＰコンポーネント

　業務アプリケーションのＡＳＰサービスにおいて、ハードウェア資源や回線速度への依存度を最小限に抑え、充

実した機能実装、性能確保および安定稼動を支えるコンポーネント群を開発、継続的に機能強化を進めておりま

す。

(2) 業務アプリケーション

①中堅企業向けＥＲＰ

　当社グループでは中堅・中小企業向けのＥＲＰ製品「ＮｅｗＲＲＲ」を開発しており、最新のプラットフォー

ムやデータベース技術への対応、製品機能やテンプレートの更なる充実、ＯＬＡＰ製品等の他システムとの連携

機能の開発を進めると共に、従来から提供している標準業務フローを、金融商品取引法（日本版ＳＯＸ法）の内

部統制に対応した業務記述書、ＲＣＭ（リスクコントロールマトリクス）の文書化テンプレートとしてブラッ

シュアップしました。

　またＳａａＳ（Ｓｏｆｔｗａｒｅ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）やサービス指向アーキテクチャー（ＳＯＡ）、そ

の他最新の技術動向に対応するための技術研究にも着手しております。

②中堅・中小企業向け販売管理

　中堅・中小企業向けの業務システムである「業態別販売管理システムＴｙｐｅ－Ｐ／ＲＥＸシリーズ」及び

「基幹業務システムＳＯＬＶｉＴ」につきましては、恒常的にテンプレート拡充、機能強化、各社会計システムと

の連携機能拡充等を実施しております。なお、ＳＯＬＶｉＴは、現在、．Ｎｅｔ Ｆｒａｍｅｗｏｒｋへの移行及び

新帳票ツールへの切替が完了いたしました。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループにおける経営成績及び財政状態の分析は、以下の通りです。

　なお、文中における将来に関する記載については、平成21年３月23日に当社グループが判断したものです。

1.重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成していま

す。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与

える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断していますが、

実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる場合があります。

  当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」に記載していますが、特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表における重要な見積りの判断に大きな影響を

及ぼすと考えています。

(1)連結の範囲に関する事項

株式会社ザクラについては、平成20年１月30日に第三者割当増資を引き受け、当社の子会社となったため、連結の

範囲に含めております。また、ソリューションイースト株式会社については清算結了したため、イーマニファクチャ

リング株式会社については平成20年12月13日付の株式会社エルムとの合併により消滅会社となったため、連結の範

囲から除外しております。

(2)重要な資産の評価基準及び評価方法

当社グループは戦略的投資を継続的に実施していますが、その他有価証券のうち時価のあるものについては、期

末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）により、時価のないものについては、移動平均法による原価法により評価しています。

その他有価証券のうち時価のあるものについては、時価の変動により貸借対照表価額が変動するため、その結果、

純資産額が増減します。

また、その他有価証券については、時価又は実質価額が著しく下落した場合には、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、当該時価又は実質価額まで減損処理を行います。将来、株式相場の下落及び投資先企業の業績不振

等により時価又は実質価額が下落し、回復する見込みがあると認められない場合には、追加的に減損処理を行う可

能性があります。また、将来、売却を行う場合には、現在の含み損益と実際に発生する売却損益が異なる可能性があ

ります。

上記に関する見積り及び判断の下、投資有価証券の減損処理を行うこととしておりますが、当連結会計年度にお

いて274百万円の投資有価証券評価損を計上しております。

(3)重要な減価償却資産の減価償却の方法

（自社利用のソフトウェア）

当社グループは、経営情報の充実化、業務効率化等のため、自社利用目的のソフトウェア開発・導入を行ってい

ます。自社利用目的のソフトウェアの開発・導入コストはソフトウェアとして無形固定資産に計上し、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法により減価償却を実施しています。

自社利用目的のソフトウェアの資産計上に際しては、開発・導入したソフトウェアの利用により将来の収益獲

得又は費用削減が確実であるかどうかを慎重に判断したうえで計上していますが、将来、業務の大幅な変更、改革

等による急激な機能の陳腐化により減損対象となる可能性があります。

（市場販売目的のソフトウェア）

当社グループは、リアルタイム経営のためのプラットフォームの成功モデルを業種別に標準化するなど市場販

売目的のソフトウェアの開発を行っています。市場販売目的のソフトウェアの開発コストの一部はソフトウェア

として無形固定資産に計上し、見込販売数量に基づく償却額と見込販売可能有効期間（３年）に基づく定額法の

いずれか大きい額を償却する方法により減価償却を実施しています。

市場販売目的のソフトウェアの資産計上に際しては、将来の販売可能性について慎重に判断のうえ見込販売数

量についても慎重に見積もったうえで実施し、これを随時見直しています。しかし、マーケット状況の急激な変化

等により、当初見積もった見込販売数量を達成できず、減損対象となる可能性があります。
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(4)重要な引当金の計上基準

（貸倒引当金）

当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　回収見込額の見積りについては慎重な判断の下、合理的に実施していますが、前提条件の変化等により、追加の

貸倒損失等が発生する可能性があります。

（品質保証引当金）

当社グループが顧客に提供するＩＴコンサルティングサービス及びパッケージ＆サービスは、契約時ないし決

算時には予見不能な問題解決のための役務の提供が不可避的に発生するケースがあります。当社グループが提供

するＩＴコンサルティングサービス及びパッケージ＆サービスに関して、顧客に満足していただける品質水準を

保証するため、作業期間の延長や人員の追加投入等の役務提供を無償で実施する場合があります。そこで、ＩＴコ

ンサルティングサービス及びパッケージ＆サービスについて、売上計上後の追加原価の発生に備えるため、過去

の実績に基づき算出した発生見積額を品質保証引当金として計上しています。

　品質保証引当金の計上に際しては、正確な現状認識の下、追加役務の工数見積りを慎重に行ったうえで発生見積

額を合理的に見積って実施していますが、前提となった条件の変化等により発生見積額と実際の発生額が異なる

可能性があります。

　当社グループは、コンサルティングの目的や手段に関する顧客トップ層との認識の綿密な擦りあわせや見積精

度の向上、品質管理の徹底などを進めていますが、著しい技術革新のために予見不能な要素があり、追加コストの

発生を完全に抑えることは困難です。特にオープンシステムにおける技術革新のスピードは顕著です。

　当社グループは、こうしたコスト発生に備えるために品質保証引当金を平成20年12月期末において176百万円計

上しています。

（賞与引当金）

当社グループの連結子会社において、従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、当連結会計年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

（退職給付引当金）

当社グループの連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針（中間

報告）（日本公認会計士協会　会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法（自己都合要支給額、責任準備金残

高及び年金資産残高に基づく方法）により、計上しております。

(5)売上高及び売上原価の計上方法

当社グループは、売上高のうちＩＴコンサルティングサービス売上について、プロジェクト毎に売上原価を発生

基準で認識し、これに対応する売上を原価進捗率（プロジェクト別見積総原価に対する実際発生原価の割合）に応

じて認識する方法である「進行基準」を採用しています。 

　進行基準の採用に当たっては、プロジェクト別原価の見積が契約時及び毎月末において合理的に可能であること

が前提であり、相応の見積精度があると判断していますが、今後とも見積精度の向上に努める方針です。 

　また、進行基準の採用により顧客に対する対価の請求を待たずに収益及び対応する債権が計上されるケースが発

生しますが、進行基準を採用していても、当社グループと顧客の間のサービス提供時期に関する認識の違いは、以下

の２つの理由により大きくないものと考えています。  　 

　第一の理由は、顧客満足度の向上のため、フェーズ毎に成果を顧客より評価頂き、顧客の要求と当社の意見・理念

を十分に調整したうえで次のフェーズを受託する形態を採っていることであり、第二の理由は、契約期間が比較的

短いこと及び基本的に月次の進捗状況に合わせてサービスの対価を請求・回収する契約を顧客と締結しているこ

とです。
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2.当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度の比較損益計算書及び経営成績の分析は、以下の通りです。

比較連結損益計算書（要約）

区分
前連結会計年度 当連結会計年度 前年同期比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率（％）

売上高 25,018 28,174 3,156 12.6

　売上原価 14,793 18,965 4,171 28.2

売上総利益 10,224 9,209 △1,015 △9.9

　販売費及び一般管理費 7,178 6,610 △568 △7.9

営業利益 3,046 2,598 △447 △14.7

　営業外収益 165 152 △13 △8.3

　営業外費用 49 72 23 46.5

経常利益 3,162 2,678 △484 △15.3

　特別利益 273 150 △123 △45.1

　特別損失 830 1,017 186 22.5

税金等調整前当期純利益 2,605 1,810 △794 △30.5

　法人税、住民税及び事業税 384 1,107 722 188.0

　法人税等調整額 1,000 14 △986 △98.6

　少数株主損失 △48 △12 35 74.2

当期純利益 1,268 701 △566 △44.7

(1)当連結会計年度の概況

当社グループの当連結会計年度の概況については、１.業績等の概要(1)業績及び４.事業等のリスクをご参照下さ

い。

(2)売上高

当連結会計年度の売上高は、28,174百万円（前年同期比＋3,156百万円、12.6％増加）となりました。

　当連結会計年度の増加は、当社グループの３つの事業（ＩＴコンサルティング事業、パッケージ＆サービス事業、

企業活性化・新事業開拓事業）全てにおいて、売上高が増加したこと等によるものです。

　なお、ＩＴコンサルティング事業のコンサルティング売上高のフェーズ別割合は、戦略フェーズ18％（前連結会計

年度19％）、設計フェーズ20％（同20％）、開発フェーズ57％（同56％）、保守運用フェーズ５％（同５％）となっ

ています。

(3)売上原価及び売上総利益

当連結会計年度の売上原価は、18,965百万円（前年同期比＋4,171百万円、28.2％増加）となりました。

　当連結会計年度の増加は、パッケージ＆サービス事業においては若干減少したものの、ＩＴコンサルティング事業

及び企業活性化・新事業開拓事業において増加したこと等によるものです。

　その結果、売上総利益は9,209百万円（前年同期比△1,015百万円、9.9％減少）となり、売上総利益率は32.7％と前連

結会計年度の40.9％から低下しています。

(4)販売費及び一般管理費並びに営業利益

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、6,610百万円（前年同期比△568百万円、7.9％減少）となりました。

　当連結会計年度の減少は、パッケージ＆サービス事業及び企業活性化・新事業開拓事業においては増加したもの

の、ＩＴコンサルティング事業において減少したこと等によるものです。

その結果、当連結会計年度の営業利益は、2,598百万円（前年同期比△447百万円、14.7％減少）となりました。
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(5)営業外損益及び経常利益

負ののれん償却額56百万円等、営業外収益152百万円を計上する一方で、円高の影響による為替差損43百万円等、

営業外費用72百万円を計上しております。

　その結果、当連結会計年度の経常利益は2,678百万円（前年同期比△484百万円、15.3％減少）となりました。

(6)特別損益及び税金等調整前当期純利益

公会計事業（ＩＴコンサルティング事業の一事業）の会社分割による事業譲渡益140百万円等、特別利益を150百

万円を計上する一方で、株式市場低迷による投資有価証券評価損274百万円や事業計画見直しに伴う減損損失595百

万円等、特別損失を1,017百万円を計上しております。

　その結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は1,810百万円（前年同期比△794百万円、30.5％減少）とな

りました。

(7)法人税等及び当期純利益

当連結会計年度に、法人税等及び少数株主損失1,109百万円を計上しています。

　その結果、当連結会計年度の当期純利益は701百万円（前年同期比△566百万円、44.7％減少）となりました。

3.経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績は様々な要因から影響を受けます。その中でも、経営成績に特に重要な影響を与える要

因は、以下の通りと考えています。

①受注状況

 当社グループの稼働率に重要な影響を及ぼし、受注状況が悪化した場合には稼働率が著しく低下し、その結果

として、当社グループの経営成績が悪化する可能性があります。

 ②プロジェクトマネジメント 

 プロジェクトマネジメントがうまく機能しなかった場合、例え受注状況が順調であっても、契約当初には予見

していなかった追加コストが発生する可能性があります。 

なお、上記に記載した事項以外に、３.対処すべき課題及び４.事業等のリスクに記載している事項も経営成績に影

響を与えることが考えられます。

4.戦略的現状と見通し

　将来の企業のＩＴのあり方については、ＩＴをコストとして捉えてアウトソースしていく方向とＩＴを経営と表

裏一体として位置付けたうえで企業内コアとして留める方向の二極化に進むと予想しています。その結果、ＩＴ市

場では専門性の高いパッケージやソリューションしか残り得ないものと考えます。 

　当社グループは、このような将来的見通しのもと、どのようなシステムを提供していくかではなく、ＩＴを企業内

コアと考える緊密顧客との関係を一層強化していく戦略を採っていきます。 

　また、当社グループはオープンシステムで大量バッチ処理が十分に代替可能な処理方式を完成しており、今後、大

規模ダウンサイジングの需要は益々大きくなると考えています。平成19年１月１日のウッドランド株式会社との合

併に伴い開始したパッケージ＆サービス事業の持つ技術・ノウハウ等をＩＴコンサルティング事業と有機的に結

合することにより、今後は中堅企業も含めた幅広い顧客に対して専門性の高いソリューションを提供していくこと

で、他社との差別化を図り、当社グループの存在感を示していきます。
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5.資本の財源及び資金の流動性について

当連結会計年度の比較連結貸借対照表、比較連結キャッシュ・フロー計算書は、以下の通りです。

比較連結貸借対照表（要約）

区分
前連結会計年度 当連結会計年度 前期末比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率（％）

（資産の部）     

流動資産 8,273 9,221 947 11.5

現金及び預金 2,964 2,655 △309 △10.4

受取手形及び売掛金 4,409 5,598 1,189 27.0

その他 899 967 68 7.5

固定資産 5,763 4,568 △1,194 △20.7

有形固定資産 1,606 1,278 △328 △20.4

無形固定資産 1,247 573 △674 △54.0

投資その他の資産 2,908 2,716 △192 △6.6

資産合計 14,036 13,789 △247 △1.8

（負債の部）     

流動負債 4,733 4,750 17 0.4

買掛金 1,213 1,060 △153 △12.6

短期借入金 885 632 △253 △28.6

1年内返済予定長期借入金 407 259 △148 △36.4

未払法人税等 249 1,105 856 343.9

その他 1,977 1,693 △284 △14.4

固定負債 451 271 △180 △40.0

負ののれん － 27 27 －

長期借入金 369 80 △289 △78.4

その他 81 164 82 100.5

負債合計 5,184 5,021 △163 △3.1

（純資産の部）     

資本金 1,421 1,421 － －

資本剰余金 2,866 2,866 － －

利益剰余金 6,213 6,493 279 4.5

自己株式 △1,870 △2,252 △381 20.4

その他有価証券評価差額金 130 179 49 37.8

為替換算調整勘定 0 △1 △1 －

少数株主持分 90 61 △29 △32.3

純資産合計 8,852 8,768 △84 △0.9

負債純資産合計 14,036 13,789 △247 △1.8

　　比較連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

 前連結会計年度 当連結会計年度 前年比

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率（％）

税金等調整前当期純利益 2,605 1,810 △794 △30.5

減価償却費 824 755 △69 △8.5

持分法による投資損益 △18 3 21 －

投資有価証券売却損益 △261 △9 251 △96.5

投資有価証券評価損 292 274 △17 △6.0

減損損失 317 595 278 87.8

売上債権の増減額 △2,241 △1,255 986 △44.0
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 前連結会計年度 当連結会計年度 前年比

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率（％）

その他 783 △40 △823 －

小計 2,301 2,134 △166 △7.2

法人税等の支払額 △698 △239 458 △65.7

その他 △5 12 17 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,597 1,907 309 19.4

有形固定資産の取得による支出 △757 △366 391 △51.6

無形固定資産の取得による支出 △234 △175 58 △25.2

投資有価証券の売却による収入 466 37 △429 △91.9

その他 54 38 △16 △43.1

投資活動によるキャッシュ・フロー △469 △465 4 △1.0

短期借入金の純増減額 43 △253 △296 －

長期借入金の返済による支出 △966 △438 528 △54.6

自己株式の取得による支出 △1,879 △384 1,495 △79.6

配当金の支払 △416 △424 △8 2.0

その他 △21 △172 △151 714.5

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,240 △1,672 1,567 △48.4

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △19 △18 4,008.0

現金及び現金同等物の増加額（又は

減少額）
△2,113 △250 1,863 △88.2

現金及び現金同等物の期首残高 3,871 2,864 △1,007 △26.0

連結除外に伴う現金及び現金同等物

の減少額
－ △1 △1 －

合併に伴う現金及び現金同等物の増

加額
1,105 － △1,105 －

現金及び現金同等物の期末残高 2,864 2,612 △251 △8.8

(1)財政状態の分析

当社グループの当連結会計年度の財政状態の分析は、以下の通りです。

①流動資産

当連結会計年度末の流動資産は、9,221百万円（前期末比＋947百万円）となりました。

　当連結会計年度の主な増加は、現金及び預金は309百万円減少したものの、決算月に請求が集中したことにより

売上債権が1,189百万円増加したこと等によるものです。

現金及び預金の減少の内訳は(2)キャッシュ・フローの分析をご参照ください。

②固定資産

当連結会計年度末の固定資産は、4,568百万円（前期末比△1,194百万円）となりました。

　当連結会計年度の減少は、連結子会社が持つ建物等を減損したこと等による有形固定資産の減少328百万円やソ

フトウェアの減価償却が進んだこと等による無形固定資産の減少674百万円等によるものです。

③流動負債

当連結会計年度末の流動負債は、4,750百万円（前期末比＋17百万円）となりました。

　当連結会計年度の増加は、短期借入金の返済や社債の償還等により有利子負債が571百万円減少したものの、未

払法人税等が856百万円と増加したことが主たる要因です。

④固定負債

当連結会計年度末の固定負債は、271百万円（前期末比△180百万円）となりました。

　当連結会計年度の減少は、借入金の返済により長期借入金が289百万円減少したこと等によるものです。

⑤純資産

当連結会計年度末の純資産は、8,768百万円（前期末比△84百万円）となりました。

　当連結会計年度の減少は、当期純利益の計上等により、利益剰余金は279百万円増加したものの、自己株式を取得

したことにより控除科目として381百万円計上したこと等によるものです。
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⑥総資産

結果、当連結会計年度末の総資産は、流動資産の増加に対してほぼ同程度無形固定資産が減少し、13,789百万円

(前期末比△247百万円)となりました。

(2)キャッシュ・フローの分析

当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析は、以下の通りです。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益1,810百万円を計上し、法人税等の支払額が△239百万円、連結会計年度末に顧客への請

求が集中したことによる売上債権増加額△1,255百万円等がありましたが、減価償却費や減損損失等の非資金支出

1,707百万円によって、営業活動によるキャッシュ・フローは、1,907百万円となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度は、オフィス移転や株式会社魚栄商店の店舗改装等による有形固定資産の取得による支出△

366百万円、ソフトウェアの開発等に伴う無形固定資産の取得による支出△175百万円、投資有価証券の取得によ

る支出△156百万円、敷金保証金の純支出△16百万円等によって、投資活動によるキャッシュ・フローは、△465百

万円となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出△384百万円、長期借入金

の返済及び社債の償還による支出△608百万円及び配当金の支払△424百万円等により、△1,672百万円となりまし

た。

④現金及び現金同等物の期末残高

これら営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フロー等による現金及び現金同等物の減少額は△251

百万円となり、現金及び現金同等物の期末残高は2,612百万円となりました。
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(3)資金需要

当社グループの主な資金需要は、以下の通りです。

（運転資金）

ＩＴコンサルティング事業、パッケージ＆サービス事業及び企業活性化・新事業開拓事業共通の資金需要は、

主に、売上原価、販売費及び一般管理費等の営業費用及び法人税等の支払によるものです。

　営業費用の主なものは、給与及び賞与、福利厚生費、交通費、オフィス等に係る賃借料及び外注費等ですが、ＩＴ

コンサルティング事業では、顧客との契約期間が比較的短く、基本的に月次の進捗に合わせてサービス対価を請

求・回収する契約を顧客と締結しているため、営業費用に係る資金需要はそれほど大きくなく、概ね営業活動に

よるキャッシュ・フローで対応することが可能と考えております。パッケージ＆サービス事業では、サービス対

価を顧客の検収後に請求・回収するため、営業費用の資金需要が発生しますが、手元流動性を重視しつつ、金融機

関等からの調達を主にした財務政策を採っています。また企業活性化・新事業開拓事業においては、小売業のた

め営業費用は、概ね営業活動によるキャッシュ・フローで対応することが可能と考えております。

（戦略投資資金）

当社グループは、戦略的な投資活動として投資有価証券の取得資金需要が発生します。戦略投資を機動的、タイ

ムリーに実施するために手元流動性を重視し、且つ、金融機関等からの調達も視野に入れた財務政策を採ってい

ます。また、資本の有効活用を目的とした投入資本の売却や純投資からの適正なイグジットによる収入もありま

す。

（研究開発活動資金）

当社グループは、研究開発活動に継続的に注力しているため当該研究開発活動に係る資金需要が発生します。

　主な内容は、ＩＴコンサルティング事業及びパッケージ＆サービス事業における販売費及び一般管理費の研究

開発費と無形固定資産のソフトウェアです。

（店舗資金）

企業活性化・新事業開拓事業において、小売業の店舗投資資金需要が発生します。

（その他）

機動的な資本政策として自己株式を取得することがあり、当該取得に係る資金需要が発生します。

(4)有利子負債、契約債務等

当社グループの平成20年12月31日現在の有利子負債の概要は、以下の通りです。

区　　分
返　済　期　限

１年以内（百万円） １年超（百万円） 合　　計（百万円）

短期借入金 632 － 632

長期借入金 259 80 339

(5)財務政策

当社グループは、運転資金、戦略投資資金、研究開発活動資金等の必要資金を主に事業利益から得られる内部留保

資金及び短期借入金によって調達する方針です。また、戦略投資に関わる投資有価証券の取得資金等については、部

分的に長期借入金によって調達しているものもあります。平成20年12月末現在での借入金の残高は上記の通りで

す。

当社グループの内部留保資金の配分については、第４ 提出会社の状況 ３.配当政策に記載している通り①中長期

的企業価値の最大化の源泉となる中期的技術優位性を確保するための設計・開発技法等の研究開発活動強化、②人

材の確保・育成、③プロジェクトマネジメント強化施策の実施及び提供するサービスの付加価値を高めるための

Ｍ＆Ａや外部パートナー企業とのアライアンス強化などを目的とした投資へ重点的に実施する方針です。特に、資

本投入を伴うＭ＆Ａ等に対し、ビジネススピードの速いＩＴ業界の中でタイムリーに対応するために、金融機関等

からの借入による資金調達も選択肢としたうえで、手元流動性も重視しています。
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また、当社グループのメインの事業内容はＩＴコンサルティングサービスの提供であり、また、一連のシステム開

発案件をフェーズ別に区分して契約する方針としているため、その受注状況が当社グループの財政状態に大きく影

響する場合があります。受注状況が急激に悪化した場合に備えるためにも手元流動性を重視しています。但し、現在

のところ堅調な受注実績による営業キャッシュ・フローと十分な手元流動性の確保により、資金の流動性に関わる

リスクは十分にカバーされていると考えています。

当社グループは、このような方針により財務運営を行っているため、一定の借入残高を保持したうえで、一定の現

金及び預金残高を維持し、貸借対照表では可能な限り不要な借入金は返済し、資産(現金及び預金）と負債（借入

金）が両建てとなることもありますが、今後も調達コストを慎重に検討したうえで、機動的な事業運営に対応でき

る財務運営を行って参ります。

なお、当社グループの発展過程においては、更なる成長・拡大を実現するためには資本市場からの直接金融によ

る資金調達が必要と考えています。そのため、上記の財務運営に加えて、直接金融についても継続的に検討を進めて

いく方針です。

(6)自己株式の取得状況

当社グループは、平成15年９月25日に施行された「商法及び株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

の一部を改正する法律」（平成15年法律第132号）により、定款の定めに基づいて取締役会決議による自己株式の

取得が認められたことから、平成16年３月25日に開催された第15期定時株主総会において、定款に自己株式の取得

の規定を新設し、経済情勢の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるように致しました。

これにより、当社グループは当連結会計年度に自己株式を8,994株、取得価額381百万円で取得しています。その結

果、当連結会計年度の期末自己株式数は37,261株、取得価額2,252百万円となりました。

6.経営者の問題認識と今後の方針について

我が国経済は、米国のサブプライムローン問題の影響から株価の急落等の金融不安を引き起こし、加えて企業業

績悪化に伴う雇用や所得への不安から個人消費も伸び悩む等、景気は後退局面に入り、今後も先行き不透明な状況

が続くものと思われます。また、ＩＴの価値に対する市場認識は変化しつつあるとは言え、システム導入に対して短

納期かつ低価格のみを求めるような顧客ニーズも依然として根強く、当社グループを取り巻く事業環境は、引き続

き厳しくかつ変化の激しいものであると認識しています。

　当連結会計年度におきましては、景気が悪化する中でも、受注は好調に推移し、売上高は目標を達成いたしました。

他方、食品スーパーを営む連結子会社において、仕入構造の変革が遅れたほか、原材料費高騰による仕入価格の上昇

を価格転嫁できなかったこと、販管費が削減できなかったにより、赤字幅が増加しました。また、金融業向けのビジ

ネスを主事業とする連結子会社において、金融業界全体の投資意欲が冷え込んだことにより売上が伸び悩み、収益

が低下しました。更に、当社において一部のプロジェクトで収益が悪化したことが影響し、連結の営業利益、経常利

益は前年業績を下回ることとなりました。

　また、金融市場全般の減速により子会社における管理会計ビジネス等が停滞したほか、食品小売業での活性化事業

が仕入改革の遅れや材料高騰の価格転嫁の遅れにより低調に推移したことから、当社グループが保有する株式や資

産について、成長計画と収益性を厳密に検証・評価し見直しを行った結果、将来生み出されると考えられるキャッ

シュ・フローに比して過剰な資産の減損処理及び当該子会社株式の評価損を行うことが適切であると判断し、これ

を特別損失として計上することといたしました。

ただ、これらのマイナス要因は、いずれも一過性のものであり、継続的に事業に影響を与えるようなものではないと

考えております。

なお、メイン事業は堅調に推移しており、当期純利益の減少は主に資産評価減などの特別損失によるもので本来の

事業収益が減少したわけではないこと等を勘案し、ご支援いただいた株主の皆様に対して少しでも報いるべく、配

当金につきましては、予定どおり１株当たり1,600円で株主総会に付議し、承認されました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資の額は、有形固定資産は366,387千円、無形固定資産は175,098千円であります。

　なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却・売却はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであります。

(1) 提出会社

　 平成20年12月31日現在

事業所又は会社名
事業の種類別セグメン

トの名称

土地
建物

(千円)
その他
(千円)

投下資
本合計
（千円）

従業
員数
(人)

面積(㎡)
金額
（千円）

本社／東京オフィス

(東京都品川区)

ＩＴコンサルティン

グ事業、パッケージ＆

サービス事業

－ － 183,203 258,000 441,204 558

五反田オフィス 

(東京都品川区)

ＩＴコンサルティン

グ事業
－ － 19,164 24,292 43,456 82

横浜オフィス 

(横浜市西区)

ＩＴコンサルティン

グ事業
－ － 22,504 22,543 45,048 104

大阪オフィス他１オフィス 

(大阪市中央区他)

ＩＴコンサルティン

グ事業
－ － 15,722 24,397 40,119 9

福岡オフィス

(福岡市博多区)

ＩＴコンサルティン

グ事業
－ － 4,748 2,050 6,799 7

鹿児島オフィス

(鹿児島県鹿児島市)

ＩＴコンサルティン

グ事業
－ － 749 1,401 2,150 3

大山保養所

(鳥取県岸本町)
全社 817 17,970 3,866 － 21,836 －

その他 全社 430 5,749 － － 5,749 －

合計 － 1,247 23,719 249,960 332,685 606,365 763

(2) 国内子会社

　 平成20年12月31日現在

事業所又は会社名
事業の種類別セグメン

トの名称

土地 建物及び
構築物
(千円)

その他
(千円)

投下資
本合計
（千円）

従業
員数
(人)

面積(㎡)
金額
（千円）

㈱エルム　本社

(東京都品川区)

パッケージ＆サービ

ス事業
－ － 1,657 9,126 10,783

60

[4]

㈱エルム　大阪支社

(大阪市中央区)

パッケージ＆サービ

ス事業
－ － － 14,120 14,120

70

[3]

㈱エルム　広島支社他１事業所

(広島市東区他)

パッケージ＆サービ

ス事業
－ － － 870 870 5

㈱アセンディア　本社他１事業

所

(大分県大分市他)

パッケージ＆サービ

ス事業
－ － 1,102 3,593 4,695 56

㈱アセンディア　東京本社

(東京都品川区)

パッケージ＆サービ

ス事業
－ － 25,632 8,977 34,609 118

㈱アセンディア　大阪事業所他

１オフィス

(大阪市中央区)

パッケージ＆サービ

ス事業
－ － 174 348 523 33

㈱アセンディア　盛岡オフィス

(岩手県盛岡市)

パッケージ＆サービ

ス事業
－ － － － － 34

㈱魚栄商店 本社他７店舗

(新潟県新潟市)

企業活性化・新事業

開拓事業
9,787 185,246 366,759 48,216 600,222

93

[271]

その他５社 － － － － 6,362 6,362
31

[3]
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事業所又は会社名
事業の種類別セグメン

トの名称

土地 建物及び
構築物
(千円)

その他
(千円)

投下資
本合計
（千円）

従業
員数
(人)

面積(㎡)
金額
（千円）

合計 － 9,787 185,246 395,326 91,615 672,188
500

[281]

　（注）１．投下資本の金額は有形固定資産の帳簿価額であります。

２．「その他」は、主に工具器具備品であります。

３．上記の他、ソフトウェア468,185千円を所有しております。

４．従業員数の［　］は、臨時雇用者数を外書しております。

５．株式会社魚栄商店については、連結会社以外から土地や建物等を賃借しており、当期の年間賃借料は46,232　　

　

　　千円であります。

６．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであり、いずれもリース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース契約であります。

名称 台数 リース期間(年) 年間リース料（千円） リース契約残高（千円）

コンピュータ及び周辺機器 一式 ２～９ 102,799 185,375

３【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,893,760

計 1,893,760

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年３月23日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 476,640 476,640 東京証券取引所市場第一部 －

計 476,640 476,640 － －

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年３月24日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個） 1,273 1,270

新株予約権のうち自己新株予約権の株（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,092 5,080

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり  65,205 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月25日 

至　平成27年３月23日 
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 65,205

資本組入額 　　32,603
同左
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事業年度末現在

（平成20年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の行使の条件

発行時に当社または当社子

会社の取締役及び社員で

あった新株予約権者は、新

株予約権の行使時において

も当社または当社子会社の

取締役及び社員の地位にあ

ることを要する。

ただし、後記で掲げる新株

予約権付与契約に定める一

定の要件を充足した場合に

限り、当社の取締役、社員た

る地位を失った後も権利を

行使できる。

その他の条件については、

平成17年８月25日開催の当

社取締役会決議に基づき、

当社と対象者との間で締結

する新株予約権付与契約に

定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する

ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 　－ －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　－ －

（３）【ライツプランの内容】

特記すべき事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年２月１日

（注）
357,480 476,640 － 1,421,815 － 2,495,772

　（注）平成18年２月１日付をもって、普通株式１株を４株に株式分割しております。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年12月31日現在

区分

株式の状況

端株の状
況（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 27 28 75 63 5 7,767 7,965 －

所有株式数（株） － 49,234 2,487 44,475 13,029 162 367,253 476,640 －

所有株式数の割合

（％）
－ 10.33 0.52 9.33 2.73 0.04 77.05 100.00 －

　（注）１．自己株式37,261株は、「個人その他」に含めて記載しております。

２.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が140株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

金丸　恭文 東京都品川区大崎１-２-２ 200,160 41.99

フューチャーアーキテクト株

式会社
東京都品川区大崎１-２-２ 37,261 7.82

有限会社 キー・ウェスト

ネットワーク
東京都渋谷区代官山町17-１-3206 24,521 5.14

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１-８-11 12,766 2.68

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口4G）
東京都中央区晴海１-８-11 10,116 2.12

資産管理サービス信託銀行株

式会社（年金信託口）
東京都中央区晴海１-８-12 10,004 2.10

有限会社 クロスシティ 東京都渋谷区代官山町17-１-3206 9,577 2.01

有限会社バニヤンブルー 東京都渋谷区代官山町17-１-3206 6,190 1.30

石橋　国人 東京都品川区大崎１-２-２ 6,000 1.26

森山　裕 鹿児島県鹿屋市 5,824 1.22

計  － 322,419 67.64

　（注）１．上記の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、

　　　　　　すべて信託業務に係る株式数を表示しております。

　　　　２．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が140株あります。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 37,261 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 439,379 439,239 －

端株 － － －

発行済株式総数 476,640 － －

総株主の議決権 － 439,239 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が140株含まれております。

なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数140個を含めておりません。
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②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

フューチャーアーキテク

ト株式会社

東京都品川区大崎１-

２-２
37,261 － 37,261 7.82

計 － 37,261 － 37,261  

（８）【ストックオプション制度の内容】

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、株主以外の者に対して特に有利な条件をもって、ストック

オプションとして新株予約権を発行することを、定時株主総会において決議されたものであります。

（平成17年３月24日定時株主総会決議）

決議年月日 平成17年３月24日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社の取締役及び社員の一部の者、当社の業務遂行

を支援する外部協力者で当社取締役会にて承認された者

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権の状況」に記載しております。

株式の数 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上（注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上 

（注）１. 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．新株予約権１個当りの払込金額は、次により決定される１株当りの払込金額に上記に定める新株予約権１

個の株式数を乗じた金額とする。１株当りの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各

日（取引が成立していない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均

値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。

　ただし、当該金額が新株予約権発行日の当日終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）に1.05を乗

じた金額（１円未満の端数は切上げ）を下回る場合は、当該後者の金額とする。
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　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切上げる。

     １

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株を発行するときまたは自己株式の処分をするとき（新株予約権の行使に

よる場合を除く）は、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げ

る。

     既発行株式数 ＋ 新規発行株式数×１株当り払込金額

 調 整 後
＝
調 整 前

×
  新規発行前の株価

 払込金額 払込金額 既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．(1）発行時に当社又は当社子会社の取締役及び社員であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

ても当社又は当社子会社の取締役及び社員の地位にあることを要する。ただし、後記(5)で掲げる新株

予約権付与に関する契約（以下、「新株予約権付与契約」という。）に定める一定の要件を充足した

場合に限り、当社の取締役、社員たる地位を失った後も権利を行使できる。

(2）発行時に当社の業務遂行を支援する外部協力者であった新株予約権者は、新株予約権の行使時におい

てもその支援関係が存続しており、かつ当社との取引が新株予約権付与契約に定める一定の要件を充

足していることを要する。さらに新株予約権の行使に先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び

行使の時期につき、当社取締役会の承認を要する。ただし、当社と競合関係にある他の会社の取締役・

監査役・従業員となった場合もしくは当該他の会社の傘下会社の取締役・監査役・従業員となった

場合は、権利を喪失する。

(3）新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。

(4）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、行使期間開始以前に

死亡した場合は、この限りではない。

(5）その他の条件については、本総会及び以降開催される当社取締役会決議に基づき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権付与契約に定めるところによる。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第165条第２項に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　会社法第165条第２項に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年10月７日）での決議状況
（取得期間　平成20年10月８日～平成20年12月28日）

7,000 500,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 7,000 309,411,650

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 190,588,350

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － 38.1

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － 38.1

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年11月13日）での決議状況
（取得期間　平成20年11月14日～平成21年３月31日）

5,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,994 72,370,650

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,006 227,629,350

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 60.1 75.9

当期間における取得自己株式 2,181 71,226,280

提出日現在の未行使割合(％) 16.5 52.1

（注）１．当期間における取得自己株式には、平成21年３月１日から当有価証券報告書提出日までに取得した株式数及び

価額の総額は含まれておりません。

２．機動的な資本政策を行うために自己株式の取得枠を設定いたしましたが、経済情勢や市場動向等を総合的に勘

案して自己株式の取得を行った結果、未行使割合が50％以上となりました。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　 該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 37,261 － 39,442 －

EDINET提出書類

フューチャーアーキテクト株式会社(E05033)

有価証券報告書

 38/116



３【配当政策】

　当社は、株主の皆様が当社株式から得られるリターン（キャピタルゲイン及びインカムゲイン）の中長期的最大化

を目指しています。

　そのために、中長期的企業価値の最大化の源泉となる中期的技術優位性を確保するための設計・開発技法等の研究

開発活動強化、人材の確保・育成、プロジェクトマネジメント強化施策の実施及び提供するサービスの付加価値を高

めるためのＭ＆Ａや外部パートナー企業とのアライアンス強化などを目的とした投資のための内部留保とのバラン

スを検討したうえで、業績に応じた適正な配当性向による配当を実施する方針です。

　当社は、従来より個別業績での配当性向30％以上を剰余金の配当の指標とし、期末配当として年１回の剰余金の配当

を行うことを基本方針としております。この剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。当事業年度の配当につ

きましては、上記の基本方針に基づき、また、株主還元向上の観点から配当性向を引き上げ、１株当たり1,600円に決定

いたしました。

　内部留保資金の使途については、上記に掲げた通りであります。

　当社は、「当会社の中間配当の基準日は、毎年６月30日とする。」旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。

決議年月日 配当金の総額（千円）
１株当たり配当金

（円）

 平成21年３月19日

定時株主総会決議
703,006 1,600

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

最高（円） 360,000 493,000
626,000

□136,000
107,000 65,700

最低（円） 183,000 188,000
422,000

□80,000
47,500 30,100

　（注）　１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．□印は株式分割による権利落後の株価であります。

３．平成18年２月１日付をもって、普通株式１株を４株に分割しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 65,000 61,500 59,500 50,900 50,000 40,200

最低（円） 58,000 55,200 46,550 30,100 32,250 33,100

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役 会長 金丸　恭文 昭和29年３月12日生

昭和54年４月 株式会社ＴＫＣ入社

昭和57年４月 ロジック・システムズ・イン

ターナショナル株式会社（現ロ

ジック株式会社）入社

昭和60年９月 株式会社エヌ・ティ・ティ・

ピー・シーコミュニケーション

ズ取締役

平成元年11月 当社設立 代表取締役社長

平成９年１月 Future Architect,Inc.代表取締役社

長（現任）

平成15年６月 ウッドランド株式会社取締役

平成17年６月 フューチャーインベストメント

株式会社代表取締役（現任）

平成18年３月 当社代表取締役会長兼社長

平成19年１月 当社代表取締役会長（現任）

（注）２ 200,160

代表取締役 社長 安延　申 昭和31年２月５日生

昭和53年４月 通商産業省（現経済産業省）入

省

平成７年１月 同省ＡＰＥＣ推進室長

平成10年７月 同省電子政策課長

平成12年７月 同省退職

平成12年７月 株式会社ヤス・クリエイト設立

代表取締役社長

平成12年９月 スタンフォード大学日本セン

ター研究所長

平成14年８月 同センター理事

平成14年11月 ウッドランド株式会社取締役

平成15年４月 同社代表取締役社長

平成17年６月 株式会社アセンディア取締役会

長（現任）

平成19年１月 当社代表取締役社長（現任）

平成20年６月 株式会社ＡＢＭ代表取締役社長

（現任）

（注）２ 2,240

取締役 副社長 石橋　国人 昭和35年10月29日生

昭和58年４月 ロジック・システムズ・イン

ターナショナル株式会社（現ロ

ジック株式会社）入社

昭和62年２月 シャープ株式会社入社

平成元年11月 当社入社

平成８年７月 当社取締役

平成15年10月 当社取締役副社長（現任）

（注）２ 6,000

取締役 副社長 碓井　誠 昭和24年６月18日生

昭和53年10月 株式会社セブン－イレブン・

ジャパン入社

平成８年５月 同社取締役情報システム部長

平成12年５月 同社常務取締役情報システム本

部長

平成16年１月 当社入社

平成16年３月 当社取締役副社長（現任）

平成17年10月 上海用友幅馳信息諮詢有限公司

副董事長（現任）

（注）２ 300
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  櫻田　浩 昭和40年３月23日生

昭和62年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社

平成13年２月 当社入社

平成19年１月 当社流通サービス事業本部長兼

流通サービス事業部長

平成19年３月 当社取締役（現任）

平成20年２月 当社ビジネス統括担当兼産業統

括本部長（現任）

（注）２ 120

取締役  田原　了 昭和30年７月31日生

昭和57年９月 ウッドランド株式会社入社

平成11年６月 同社取締役

平成14年10月 株式会社エルム代表取締役社長

（現任）

平成19年１月 当社取締役（現任）

（注）２ 71

取締役  山本　真士 昭和41年２月２日生

平成元年４月 等松・トウシュロスコンサル

ティング株式会社（現アビーム

コンサルティング株式会社）入

社

平成６年５月 トーマツコンサルティング株式

会社入社

平成12年５月 当社入社

平成19年１月 当社グローバルサービス＆製造

産業事業部長

平成19年３月 当社取締役（現任）

平成20年２月 当社経営企画本部長（現任）

（注）２ 63

取締役  原　　　修 昭和26年11月５日生

昭和55年４月 全国信用金庫連合会（現信金中

央金庫）入社

平成７年10月 株式会社しんきん情報システム

センター出向

平成10年６月 同社取締役

平成15年９月 ＩＴエージェント株式会社取締

役

平成16年10月 当社入社

平成17年３月 当社金融サービス事業部長

平成20年２月 当社金融統括本部長（現任）

平成20年３月 当社取締役（現任）

（注）２ －

取締役  香川　英男 昭和36年７月13日生

昭和58年４月 株式会社河合楽器製作所入社

昭和63年４月 株式会社メール入社

平成元年３月 株式会社日本コンピュータ研究

所（現株式会社ＣＩＪ）入社

平成８年７月 当社入社

平成20年２月 当社技術統括＆品質管理本部長

（現任）

平成20年３月 当社取締役（現任）

（注）２ 31

取締役  小西　直人 昭和26年１月４日生

昭和48年10月 アーサー・アンダーセン・アン

ド・カンパニー東京事務所（現

あずさ監査法人）入所

昭和59年10月 小西・浅田公認会計士共同事務

所代表(現任)

平成８年７月 当社監査役

平成11年３月 当社取締役（現任）

平成20年２月 当社ファイナンス＆業務推進本

部長

平成20年９月 ピットクルー株式会社代表取締

役社長（現任）

（注）２ 484
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  中村　克一 昭和19年７月30日生

昭和43年４月 日本石油株式会社（現新日本石

油株式会社）入社

平成９年４月 同社事務管理室長

平成13年６月 新日石トレーディング株式会社

取締役営業３部長

平成15年４月 新日石インフォテクノ株式会社

常勤監査役

平成21年３月 当社常勤監査役（現任）

（注）３ －

監査役  三田村　典昭 昭和34年８月30日生

昭和58年10月 アーサー・アンダーセン公認会

計士共同事務所（現あずさ監査

法人）入所

平成９年８月 同法人社員

平成10年８月 三田村典昭公認会計士事務所開

設、代表（現任）

平成11年３月 当社監査役（現任）

平成15年２月 株式会社アルタス代表取締役社

長（現任）

（注）３ －

監査役  渡邉　光誠 昭和32年５月４日生

昭和59年４月 弁護士登録（第二東京弁護士

会）

平成元年９月 米国オメルベニー＆マイヤーズ

法律事務所

平成２年２月 米国ニューヨーク州弁護士登録

平成４年３月 尚和法律事務所パートナー

平成10年10月 渡邉国際法律事務所代表

平成13年３月 当社監査役（現任）

平成17年９月 外国法共同事業オメルベニー・

アンド・マイヤーズ法律事務所

パートナー弁護士

平成19年６月 大江原法律事務所パートナー弁

護士（現任）

（注）３ －

監査役  尾﨑　譲治 昭和24年３月31日生

昭和49年４月 住友重機械工業株式会社入社

昭和51年６月 ウッドランド株式会社入社

平成５年３月 同社取締役

平成11年６月 同社常務取締役

平成16年６月 同社監査役

平成19年１月 当社監査役（現任）

（注）３ 757

    計 　 210,226

　（注）１．監査役中村克一、三田村典昭、渡邉光誠は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２．取締役の任期は、平成21年３月19日開催の定時株主総会後１年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終

結の時までであります。

　　　　３．監査役の任期は、平成19年３月22日開催の定時株主総会後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

　当社は、次の４つの事項をコーポレート・ガバナンスに関わる重要課題であると認識しています。

　　①会社の意思決定機関である取締役会の一層の機能充実

　　②監査役による取締役の業務執行に対する監視機能の充実

　　③不正を防止する体制づくりとその運営

　　④ステークホルダーに対する重要な情報の適時・適切な提供のための社内体制の更なる整備

　また、意思決定において極端な短期的利益の追求やガバナンスの形骸化等が起こらないように、常に中長期的な利

益の確保、極大化も重視した経営判断を行っています。

　そのために、取締役及び監査役として弁護士、公認会計士等の職業的専門家を積極的に登用することにより、取締

役会、監査役会を活性化させ、コーポレート・ガバナンス機能の充実に鋭意取り組んでいます。

（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等）

　１.会社の機関

　　①当社は監査役制度を採用しております。　　　　　　　　　　　　　

　　②平成20年12月31日現在、取締役は10名、監査役は４名であります。現在は社外取締役は招聘しておりません。

　　　なお、監査役は３名が社外監査役です。

　　③当社の取締役は20名以内とする旨及び当社の取締役は、議決権の行使できる株主の３分の１以上を有する株主

　　　が出席し、その議決権の過半数をもって選任する旨を定款に定めております。

　　④当社は、会社法第454条第５項の定めにより、取締役会の決議をもって毎年６月30日を基準日として中間配当

　　　を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を目的とするものであり

　　　ます。　　　　　　　　　　　　　　　

　　⑤当社は、会社法第165条第２項の定めにより、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨

　　　を定款に定めております。これは、環境変化に対応した機動的な資本政策を可能とするため、市場取引等によ

　　　り自己の株式を取得することを目的とするものであります。　　　　　　　　　　　　　　　

　　⑥当社は、会社法第426条第１項の定めにより、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締

　　　役（取締役であった者も含む。）の取締役及び監査役の責任を法令の限度において免除することができる旨を

　　　定めております。これは、取締役及び監査役がその能力を発揮して、期待される役割を果たし得る環境を整備

　　　することを目的とするものであります。　　　　　　　　　　　　　　　

　　⑦当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

　　　を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総

　　　会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

　　　ります。　　　　　　　　　　　　　　　

　２.内部統制システムの整備状況等

①取締役会については、毎月の定例取締役会に加え必要に応じて臨時取締役会を開催して運営しており、特に、リ

スクファクターを明確にして意思決定のプロセスに反映させること及び異なる意見も交えて実質的に議論を

行うことに留意しています。

　　②当社は、意思決定の迅速化と執行責任の明確化を図ることを目的として、執行役員制度を導入しており、業務執

行、内部統制に当たっては上記の取締役会による統制に加え、取締役、常務執行役員、グループ会社社長等の構

成により毎週開催される経営会議において、機動的な業務執行と管理を行っております。

　　③当社の主要業務であるシステム・コンサルティングは、プロジェクトの形態を取って実施運営されております

が、プロジェクトとは独立した技術統括＆品質管理本部が提案時及びプロジェクトの進行過程においてリスク

を把握、分析、評価し適切な対策を迅速に実施する

④また個人情報保護あるいは社内の情報セキュリティについては、独立した組織であるセキュリティ・アンド・

トラスト・チームが、個人情報保護コンプライアンスについて内部監査を実施するとともに、取締役副社長を

チーフ・セキュリティ・オフィサー（ＣＳＯ）として任命し、その直下組織であるセキュリティ委員会と提携

し、セキュリティの強化活動を行っています。
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　３.内部監査及び監査役監査の状況等

①内部監査は独立した組織である内部監査室に所属する担当者１名が監査計画を立案し、会計監査人である監

査法人あるいは指定社員及び業務執行社員と全く関係を持たない独立した公認会計士１名と共に、当社及び

子会社の組織機能及び業務の適法性、妥当性及びコンプライアンスについて内部監査を実施しており、監査結

果を代表取締役、担当取締役及び監査役に報告しております。

②監査役会において、年度の監査目的や監査対象を監査役相互の討議により決定し、当該監査計画に準拠して監

査役監査を実施しております。

　監査役監査計画策定の段階で、内部監査計画との擦り合わせをを行い、不必要な重複を避けたうえで担当取締

役が内部監査の結果について、監査役会で報告をしております。

　監査役は、会計監査人、内部監査室、グループ各社の監査役と情報交換に努め、連携して当社及びグループ各社

の監査の実効性を確保するものとする。

４.会計監査の状況等

会計監査人は新日本有限責任監査法人であり、監査契約に基き年度及び半期の会計監査を受けております。会

計監査人と当社との間には特別な利害関係はありません。

 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員・

業務執行社員

渡邊　浩一郎

須藤　修司
新日本有限責任監査法人

（注）１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　　２．同監査法人は、業務執行社員が当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう、自主的

　　　　な措置をすでにとっております。

　　　３．監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士８名、会計士補等９名です。

　５.会社と社外監査役との関係の概要

当社及び当社の取締役は、社外監査役との特別な利害関係、人的関係を有しません。また、当社の社外監査役と

当社の主要株主、顧客及び取引先等との間に特別な利害関係はありません。

　（リスク管理体制の整備の状況）

　顧客企業の規模が拡大傾向にあることからプロジェクトが大規模化し、このような大規模プロジェクトを成功

に導き且つ顧客の満足を獲得するためには、高度なプロジェクトマネジメントスキルが必要です。

　当社は、プロジェクト提案時及びプロジェクトの重要な進捗段階毎に専門分野別のレビュー責任者から構成

されるプロジェクトレビューミーティングを重点的に実施し、問題点を早期に把握して対処するよう努めてい

ます。なお、当社の従来のシステム開発手法の更なる統合、発展・拡充及び当該標準開発手法の運用定着を継続

的に実施しており、これによりプロジェクトマネジメントリスクを管理・軽減するばかりでなく、作業工程の

所要時間短縮、効率化及び社員教育にも成果が期待できます。

　また、リスクマネジメントの専任機関としてリスク管理室を置き、各部門におけるリスクマネジメント体制の

整備を支援し、全社的な視点から部門横断的なリスクマネジメント体制の整備を促進するとともに、リスク管

理規程の逐次改訂を含め、リスク管理体制の整備を進めております。
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　（役員報酬の内容）

当事業年度における当社の役員報酬は、以下の通りです。

区　　分 支給人員 支給額（千円） 摘　　要

取　締　役
社内取締役 11名 245,733

平成19年３月22日開催の定時株主総会の決

議による役員報酬等の限度額は、取締役分

が年額500,000千円以内、監査役分が年額

125,000千円以内であります。

社外取締役 － －

監　査　役
社内監査役 １名 6,000

社外監査役 ３名 14,115

計 15名 265,848

（注）平成20年12月31日現在、取締役は10名、監査役は４名であり、支給人員及び支給額には退任取締役１名の報

酬等が含まれております。

 （監査報酬の内容）

当事業年度における当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人への監査報酬は、以下の通りです。

区　　分 支払額（千円） 摘　　要

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬
46,500 　

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬以外の報酬
2,544

財務報告に係る内部統制システムの構築に

関するコンサルティング　

計 49,044 　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12

月31日）及び前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）の財務諸表について、新日本監査法人により

監査を受け、また、当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）の連結財務諸表及び当事業年度

（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けてお

ります。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人になっ

ております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,964,532   2,655,451  

２．受取手形及び売掛金   4,409,484   5,598,580  

３．たな卸資産   268,139   247,827  

４．繰延税金資産   275,523   333,142  

５．その他   383,203   440,175  

６．貸倒引当金   △27,105   △53,861  

流動資産合計   8,273,777 58.9  9,221,315 66.9

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  2,902,862   2,779,483   

減価償却累計額 ※３ 2,075,121 827,740  2,134,196 645,287  

(2）土地 ※２  296,143   208,965  

(3）その他  1,577,421   1,683,839   

減価償却累計額 ※３ 1,094,692 482,728  1,259,538 424,301  

有形固定資産合計   1,606,612 11.5  1,278,553 9.3

２．無形固定資産        

(1）のれん  ※４ 103,532   －  

(2）ソフトウェア 　  749,416   468,185  

(3）その他   394,714   105,204  

無形固定資産合計   1,247,664 8.9  573,389 4.1

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  1,526,446   1,451,336  

(2）敷金保証金   838,030   924,950  

(3）繰延税金資産   250,851   151,312  

(4) その他　   408,042   325,298  

(5) 貸倒引当金   △114,473   △136,429  

投資その他の資産合計   2,908,897 20.7  2,716,467 19.7

固定資産合計   5,763,174 41.1  4,568,411 33.1

資産合計   14,036,951 100.0  13,789,726 100.0
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前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   1,213,444   1,060,133  

２．短期借入金   885,000   632,000  

３．１年内返済予定長期借入金 ※２  407,906   259,466  

４．１年内償還予定社債   170,000   －  

５．未払金   796,444   570,728  

６．未払法人税等   249,031   1,105,532  

７. 賞与引当金   37,215   51,319  

８．品質保証引当金   94,546   176,447  

９．その他   879,456   894,917  

流動負債合計   4,733,044 33.7  4,750,545 34.4

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※２  369,969   80,000  

２．退職給付引当金   50,286   140,071  

３．負ののれん ※４  －   27,033  

４．その他   31,529   24,002  

固定負債合計   451,784 3.2  271,107 2.0

負債合計   5,184,829 36.9  5,021,652 36.4

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,421,815 10.1  1,421,815 10.3

２．資本剰余金 　  2,866,178 20.4  2,866,178 20.8

３．利益剰余金 　  6,213,675 44.3  6,493,346 47.1

４．自己株式 　  △1,870,942 △13.3  △2,252,724 △16.4

　　株主資本合計 　  8,630,726 61.5  8,528,615 61.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差額金 　  130,354 0.9  179,601 1.3

２．為替換算調整勘定 　  152 0.0  △1,665 △0.0

　　評価・換算差額等合計 　  130,507 0.9  177,936 1.3

Ⅲ　少数株主持分 　  90,888 0.7  61,522 0.5

純資産合計 　  8,852,122 63.1  8,768,073 63.6

負債純資産合計 　  14,036,951 100.0  13,789,726 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   25,018,281 100.0  28,174,752 100.0

Ⅱ　売上原価 　  14,793,440 59.1  18,965,308 67.3

売上総利益   10,224,840 40.9  9,209,443 32.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  442,974   410,725   

２．給与及び賞与  2,532,716   2,778,852   

３．雑給  773,400   175,738   

４．研修費  246,009   280,211   

５．研究開発費 ※１ 144,100   65,613   

６．減価償却費  219,903   221,209   

７．採用費  319,635   303,916   

８．のれん償却額  166,395   197,862   

９．その他  2,333,476 7,178,613 28.7 2,176,467 6,610,595 23.5

営業利益   3,046,226 12.2  2,598,848 9.2

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  11,345   13,359   

２．受取配当金  9,461   17,130   

３．負ののれん償却額  56,623   56,688   

４．持分法による投資利益  18,247   －   

５．その他  70,187 165,865 0.6 64,906 152,085 0.5

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  27,275   14,520   

２．持分法による投資損失  －   3,496   

３．為替差損  －   43,065   

４．自己株式取得手数料  10,996   －   

５．その他  11,415 49,687 0.2 11,687 72,770 0.2

経常利益   3,162,405 12.6  2,678,164 9.5
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前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 8,084   －   

２．投資有価証券売却益 　 261,102   9,188   

３．持分変動差益 　 4,255   －   

４．事業譲渡益 　 － 273,442 1.1 140,898 150,086 0.5

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 6,384   13,545   

２．固定資産除却損 ※２ 75,806   28,774   

３．投資有価証券売却損  3,000   2,863   

４．投資有価証券評価損  292,331   274,686   

５．オフィス移転費用 ※５ 116,000   －   

６．減損損失 ※４ 317,138   595,504   

７．たな卸資産評価損 　 19,999   －   

８．貸倒引当金繰入額 　 － 830,661 3.3 102,000 1,017,374 3.6

税金等調整前当期純利益   2,605,186 10.4  1,810,876 6.4

法人税、住民税及び事業税  384,458   1,107,378   

法人税等調整額  1,000,690 1,385,149 5.5 14,355 1,121,734 4.0

少数株主損失（△）   △48,075 △0.2  △12,390 △0.1

当期純利益   1,268,112 5.1  701,533 2.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高（千円） 1,421,815 2,495,772 5,365,211 △3,093,558 6,189,241

連結会計年度中の変動額      

合併による増減  370,405  3,091,165 3,461,571

剰余金の配当   △419,649  △419,649

当期純利益   1,268,112  1,268,112

自己株式の取得    △1,868,549 △1,868,549

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ 370,405 848,463 1,222,615 2,441,485

平成19年12月31日　残高（千円） 1,421,815 2,866,178 6,213,675 △1,870,942 8,630,726

 

評価・換算差額等

少数株主持分  純資産合計
その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成18年12月31日　残高（千円） 287,927 617 288,544 15,413 6,493,198

連結会計年度中の変動額      

合併による増減     3,461,571

剰余金の配当     △419,649

当期純利益     1,268,112

自己株式の取得     △1,868,549

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△157,572 △464 △158,037 75,475 △82,561

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△157,572 △464 △158,037 75,475 2,358,923

平成19年12月31日　残高（千円） 130,354 152 130,507 90,888 8,852,122

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日　残高（千円） 1,421,815 2,866,178 6,213,675 △1,870,942 8,630,726

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △425,954  △425,954

当期純利益   701,533  701,533

連結子会社除外による増加   4,092  4,092

自己株式の取得    △381,782 △381,782

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 279,671 △381,782 △102,111

平成20年12月31日　残高（千円） 1,421,815 2,866,178 6,493,346 △2,252,724 8,528,615

 

評価・換算差額等

少数株主持分  純資産合計
その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

平成19年12月31日　残高（千円） 130,354 152 130,507 90,888 8,852,122

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △425,954
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評価・換算差額等

少数株主持分  純資産合計
その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等合
計

当期純利益     701,533

連結子会社除外による増加　     4,092

自己株式の取得     △381,782

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

49,247 △1,818 47,428 △29,366 18,062

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

49,247 △1,818 47,428 △29,366 △84,048

平成20年12月31日　残高（千円） 179,601 △1,665 177,936 61,522 8,768,073
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  2,605,186 1,810,876

減価償却費  824,754 755,023

貸倒引当金の増減額  △21,311 91,116

賞与引当金の増減額  6,885 14,103

退職給付引当金の増減額  △12,963 89,785

品質保証引当金の増減額  △179,765 81,901

受取利息及び受取配当金  △20,807 △30,490

支払利息  27,275 14,520

持分法による投資損益  △18,247 3,496

持分変動差益  △4,255 －

事業譲渡益　  － △140,898

固定資産売却益  △8,084 －

固定資産売却損  6,384 13,545

固定資産除却損  75,806 28,774

投資有価証券売却益  △261,102 △9,188

投資有価証券売却損  3,000 2,863

投資有価証券評価損  292,331 274,686

減損損失  317,138 595,504

オフィス移転費用  116,000 －

たな卸資産評価損  19,999 －

売上債権の増減額  △2,241,655 △1,255,316

たな卸資産の増減額  157,601 12,384

その他資産の増減額  192,497 204,760

仕入債務の増減額  354,687 △146,800

その他負債の増減額  70,057 △275,791

小計  2,301,414 2,134,857

利息及び配当金の受取額  20,055 28,478

利息の支払額  △25,114 △16,326

法人税等の支払額  △698,509 △239,709

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,597,844 1,907,299

 

EDINET提出書類

フューチャーアーキテクト株式会社(E05033)

有価証券報告書

 53/116



  
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入  － △154,039

定期預金の払戻  － 185,741

長期性預金の払戻  100,000 －

有形固定資産の取得  △757,536 △366,387

有形固定資産の売却  75,067 11,167

無形固定資産の取得  △234,086 △175,098

無形固定資産の売却  687 1,585

新規連結子会社株式の取得 ※２ － 5,135

子会社株式の取得  △123,156 △20,117

子会社株式の売却  13,359 －

投資有価証券の取得  △30,198 △156,800

投資有価証券の売却  466,849 37,812

投資有価証券の償還  － 5,000

敷金保証金の増加  △374,661 △225,763

敷金保証金の回収  239,806 208,775

貸付けによる支出  － △9,064

貸付金の回収  99,630 71,486

保険積立金の解約  41,263 －

ゴルフ会員権の解約  13,000 －

事業譲受による支出　 ※３ － △84,814

事業譲渡による収入　 ※４ － 200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー  △469,974 △465,381

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  43,000 △253,000

長期借入金の返済  △966,446 △438,409

社債の償還  △20,000 △170,000

自己株式の取得  △1,879,546 △384,163

配当金の支払額  △416,507 △424,645

少数株主への配当金の支払額  △1,200 △2,679

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,240,699 △1,672,897

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △464 △19,074

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  △2,113,293 △250,053

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  3,871,832 2,864,532

Ⅶ　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少　  － △1,516

Ⅷ　合併に伴う現金及び現金同等物の増加額  1,105,993 －

Ⅸ　現金及び現金同等物の期末残高  ※１ 2,864,532 2,612,962
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　12社

　 連結子会社の名称

フューチャーフィナンシャルストラ

テジー株式会社、イーマニファク

チャリング株式会社、株式会社ＡＢ

Ｍ、株式会社エルム、株式会社アセン

ディア、株式会社ジーベックランド、

ソリューションイースト株式会社、

株式会社魚栄商店、フューチャーイ

ンベストメント株式会社、ＲＩパー

トナーズ有限責任事業組合、

Future Architect, Inc.、アソシエント・

テクノロジー株式会社

なお、株式会社ＡＢＭ、株式会社エル

ム、株式会社アセンディア、株式会社

ジーベックランド、ソリューション

イースト株式会社及びアソシエント

・テクノロジー株式会社について

は、平成19年１月１日のウッドラン

ド株式会社との合併に伴い、当社の

子会社となったため、連結の範囲に

含めております。また、上記合併で子

会社となった会社のうち、株式会社

スワン及び株式会社ワイズウェアは

平成19年12月31日の当社との合併に

より、株式会社フィット、株式会社エ

ムシンク、株式会社メイプル及びト

リプルダブル株式会社は同日付の株

式会社エルムとの合併により消滅会

社となったため、連結の範囲から除

外しております。

　連結子会社の数　11社

　連結子会社の名称

フューチャーフィナンシャルストラ

テジー株式会社、株式会社ＡＢＭ、株

式会社エルム、株式会社アセンディ

ア、株式会社ジーベックランド、株式

会社魚栄商店、株式会社ザクラ、

フューチャーインベストメント株式

会社、ＲＩパートナーズ有限責任事業

組合、Future Architect, Inc.、アソシエン

ト・テクノロジー株式会社

株式会社ザクラについては、平成20年

１月30日に第三者割当増資を引き受

け、当社の子会社となったため、連結

の範囲に含めております。また、ソ

リューションイースト株式会社につ

いては清算結了したため、イーマニ

ファクチャリング株式会社について

は平成20年12月13日付の株式会社エ

ルムとの合併により消滅会社となっ

たため、連結の範囲から除外しており

ます。

非連結子会社はありません。

なお、非連結子会社であった株式会社

ロジリックスについては清算結了し

たため、子会社ではなくなっておりま

す。

 (2)非連結子会社の名称等　

　 非連結子会社の名称

株式会社ロジリックス

非連結子会社について連結の範囲から

除いた理由

株式会社ロジリックスについては清

算手続き中であり、当社の支配力が

実質的に及ばないためであります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

２．持分法の適用に関する事

項

(1)持分法適用の関連会社の数　５社

　 持分法適用関連会社の名称

上海用友幅馳信息諮詢有限公司、株

式会社ディアイティ、サイバー・ソ

リューション株式会社、株式会社エ

ルモス、株式会社ディー・ワークス

なお、株式会社ディアイティ、サイ

バー・ソリューション株式会社及び

株式会社エルモスについては、平成

19年１月１日のウッドランド株式会

社との合併に伴い、当社の関連会社

となったため、持分法を適用してお

ります。

　持分法適用の関連会社の数　６社

　持分法適用関連会社の名称

上海用友幅馳信息諮詢有限公司、株式

会社ディアイティ、サイバー・ソ

リューション株式会社、株式会社エル

モス、株式会社ディー・ワークス、サ

クセス・コンサルティング株式会社

サクセス・コンサルティング株式会

社については、平成20年２月９日に株

式を取得し、当社の関連会社となった

ため、持分法を適用しております。

持分法非適用の非連結子会社及び関

連会社はありません。

なお、持分法非適用の子会社であった

株式会社ロジリックスについては清

算結了したため、持分法非適用の関連

会社であった有限会社パブリック・

マネジメントについては当社の連結

子会社である株式会社ＡＢＭの会社

分割に伴い、保有する株式の全てが株

式会社パブリック・マネジメント・

コンサルティングに承継されたため、

関連会社ではなくなっております。

　 (2)持分法非適用の子会社及び関連会社の

名称等

持分法非適用の子会社及び関連会社の

名称

株式会社ロジリックス、有限会社パ

ブリック・マネジメント

 

　 非連結子会社及び関連会社について持

分法の範囲から除いた理由

株式会社ロジリックスについては清

算手続き中であり、当社の支配力が

実質的に及ばないこと、また、有限会

社パブリック・マネジメントについ

ては、当期純損益及び利益剰余金等

に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、株式会社魚栄商店の決

算日は11月30日であります。

なお、株式会社魚栄商店は、当連結会計年

度において決算日を７月31日から11月30

日に変更しております。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結子

会社の決算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

連結子会社のうち、株式会社魚栄商店の決

算日は11月30日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結子

会社の決算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同　左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同　左

 (ロ)たな卸資産

商品及び製品

総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

なお、株式会社魚栄商店は売価還元法

による原価法を採用しております。

(ロ)たな卸資産

商品及び製品

同　左

 仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

仕掛品

同　左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法

(イ)有形固定資産

主に定率法によっておりますが、一部

の資産は定額法を適用しております。

また、取得価額が10万円以上20万円未

満の減価償却資産については、３年間

で均等償却しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　３～34年

その他　３～20年

(イ)有形固定資産

同　左 

 (ロ)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

(ロ)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

同　左 

 市場販売目的のソフトウェア

 見込販売数量に基づく償却額と見込

販売可能有効期間（３年）に基づく

定額法のいずれか大きい額を償却す

る方法

市場販売目的のソフトウェア

 同　左  

 その他

 定額法

その他

  同　左  
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(3）重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(イ)貸倒引当金

同　左

 (ロ)品質保証引当金

技術革新の著しいオープンシステム

のコンサルテーションまたはシステ

ム開発業務（ＩＴコンサルティング

サービス及びパッケージ＆サービ

ス）については、契約時ないし決算時

には予見不能な問題解決のための役

務の提供が不可避的に発生するケー

スがあります。当社及び連結子会社は

ＩＴコンサルティングサービス及び

パッケージ＆サービスに関して、顧客

に満足していただける品質水準を保

証するため、この役務提供を無償で実

施する場合があります。

そこで、ＩＴコンサルティングサービ

ス及びパッケージ＆サービスについ

て、売上計上後の追加原価の発生に備

えるため、過去の実績に基づき算出し

た発生見積額を品質保証引当金とし

て計上しております。

(ロ)品質保証引当金

同　左 

 (ハ)賞与引当金 

連結子会社において、従業員に対して

支給する賞与の支払に充てるため、当

連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

(ハ)賞与引当金 

同　左 

 (ニ)退職給付引当金 

連結子会社において、従業員の退職給

付に備えるため、退職給付会計に関す

る実務指針（中間報告）（日本公認

会計士協会　会計制度委員会報告第13

号）に定める簡便法（自己都合要支

給額、責任準備金残高及び年金資産残

高に基づく方法）により、計上してお

ります。 

(ニ)退職給付引当金 

同　左

(4）売上高及び売上原価の

計上方法

売上高のうち、ＩＴコンサルティングサー

ビス売上については、各プロジェクト毎に

売上原価を発生基準で認識し、これに対応

する売上を原価進捗率（プロジェクト別

の見積総原価に対する実際発生原価の割

合）に応じて認識する方法（進行基準）

によっております。

同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(5）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同　左

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 全面時価評価法を採用しております。 同　左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却については、

その効果の発現する期間にわたって均等

償却を行うこととしております。

なお、金額的重要性の乏しい場合には、発

生年度の損益として処理することとして

おります。

　　　　　　  　同　左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない短期投資から

なっております。

同　左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計

基準）

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日

　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月27日　企業会計基準第10号）を適用し

ております。

　　　　　　　　─────────

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が平成20年３月31日以前に開始

する連結会計年度から適用できることになったことに伴

い、当連結連結年度から同会計基準を適用しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　─────────

(有形固定資産の減価償却の方法）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４

月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　─────────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

　前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しておりました「雑給」（前連結会計年度

137,960千円）は、当連結会計年度において金額に重要性が

増したため、独立掲記する方法に変更いたしました。

　「為替差損」（前連結会計年度1,088千円）は、前連結会

計年度まで、営業外費用の「その他」に含めて表示してお

りましたが、当連結会計年度において営業外費用の総額の

100分の10を超えたため、区分掲記いたしました。

　前連結会計年度まで独立掲記しておりました「自己株式

取得手数料」（当連結会計年度2,381千円）は金額に重要

性がないため、「その他」に含めて表示する方法に変更い

たしました。　　

（連結キャッシュ・フロー計算書） ─────────　

　前連結会計年度まで独立掲記しておりました営業活動に

よるキャッシュ・フローの「未払消費税等の増減額」

（当連結会計年度47,635千円）は重要性がないため、営業

活動によるキャッシュ・フローの「その他負債の増減

額」に含めて表示する方法に変更いたしました。
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追加情報

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

─────────　 （有形固定資産の減価償却の方法）

　 　当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、償却可能限度額まで償却が終了

した翌連結会計年度から５年間の均等償却を行う方法を

採用しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対する投資 ※１．非連結子会社及び関連会社に対する投資

投資有価証券（株式）    　  　　308,688千円

投資有価証券（株式） 　　　　　339,720千円

投資有価証券（社債） 　　　　　102,000千円

投資有価証券（社債）の金額は、貸倒引当金

102,000千円を控除前の金額であります。

※２．担保に供している資産

土地 　76,247千円

上記物件について、以下の担保に供しております。

一年内返済予定

長期借入金
　10,080千円

長期借入金 　20,160千円

　計 　30,240千円

※２．　　　　　　─────────

　

※３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

　　おります。 

※３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

　　おります。 

※４．のれん及び負ののれん

のれん及び負ののれんは相殺して、固定資産ののれ

んに計上しております。

相殺前ののれん及び負ののれんの金額は次のとおり

であります。

　　のれん　　　　　　　　　 　　330,209千円

　　負ののれん　　　　　　　　 △226,677千円 

※４．のれん及び負ののれん

のれん及び負ののれんは相殺して、固定負債の負の

のれんに計上しております。

相殺前ののれん及び負ののれんの金額は次のとおり

であります。

　　のれん　　　　　　　　　   　142,819千円

　　負ののれん　　　　　　　　 △169,853千円 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

144,100千円 65,613千円

※２．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 30,906千円

ソフトウェア 36,400千円

その他 8,499千円

　計 75,806千円

※２．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 23,550千円

その他 5,223千円

　計 28,774千円

※３．固定資産売却損益の内訳

(1) 固定資産売却益

 建物及び構築物 3,272千円

 土地 4,309千円

 その他 502千円

　計 　8,084千円

(2) 固定資産売却損

 建物及び構築物 3,637千円

 土地 　2,643千円

 その他 103千円

　計 　6,384千円

※３．固定資産売却損益の内訳

(1)　　　　　　─────────

 

 

 

(2) 固定資産売却損

 建物及び構築物 2,863千円

 土地 10,168千円

 その他 512千円

　計 13,545千円
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※４．減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した主な資産

用途 種類 場所

ＥＲＰ事業 のれん、ソフトウェア －

ＡＳＰ会計事業 のれん、販売権 －

(2) 減損損失の認識に至った経緯

平成19年７月31日開催の取締役会において、当社グ

ループの組織再編に関する方針を決議したことによ

り、ＥＲＰ事業及びＡＳＰ会計事業の資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

(3) 減損損失の金額

のれん 　113,687千円

ソフトウェア 　123,998千円

その他  79,452千円

　計 　317,138千円

(4) 資産のグルーピングの方法

当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位として、管理会計上の事業毎にグルー

ピングしております。  

(5) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フロー見積額を資本コストの8.3％で割

り引いて算定しております。  

※４．減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した主な資産

用途 種類 場所

金融向けコンサル

ティング事業 
のれん、ソフトウェア －

食品小売事業 建物、土地、その他 －

(2) 減損損失の認識に至った経緯

①金融市場全般の減速により、子会社における金融向

けコンサルティング事業が停滞したため、金融向け

コンサルティング事業の資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額しております。

②食品小売業での活性化事業が消費低迷の煽りを受け

て低調に推移したため、食品小売事業の資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりま

す。　

(3) 減損損失の金額

のれん 20,070千円

ソフトウェア 63,218千円

建物 168,518千円

土地 68,208千円

その他 275,489千円

　計 595,504千円

(4) 資産のグルーピングの方法

当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位として、管理会計上の事業毎または食

品小売業については店舗毎にグルーピングしており

ます。  

(5) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれ

か高い価額としております。正味売却価額は、不動産

鑑定評価に基づき算定しており、使用価値は、将来

キャッシュ・フロー見積額を資本コストの３％で割

り引いて算定しております。  

※５．オフィス移転費用　　　　　 

 オフィス移転費用の内容は、原状回復費用、賃貸借

 契約の解除費用、固定資産除却損等であります。 

※５．　　　　　　─────────　　　　　 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　 476,640 － － 476,640

合計 476,640 － － 476,640

自己株式     

普通株式　（注） 34,904 28,240 34,877 28,267

合計 34,904 28,240 34,877 28,267

　(注) 普通株式の自己株式数の増加28,240株は、取締役会決議に基づく取得によるものであり、普通株式の自己株式

の減少34,877株は、合併に伴う被合併会社の株主に対する割当交付によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月22日

定時株主総会
普通株式 419,649 950 平成18年12月31日 平成19年３月23日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月24日

定時株主総会
普通株式 425,954 利益剰余金 950 平成19年12月31日 平成20年３月25日

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　 476,640 － － 476,640

合計 476,640 － － 476,640

自己株式     

普通株式　（注） 28,267 8,994 － 37,261

合計 28,267 8,994 － 37,261

　(注) 普通株式の自己株式数の増加8,994株は、取締役会決議に基づく取得によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月24日

定時株主総会
普通株式 425,954 950 平成19年12月31日 平成20年３月25日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月19日

定時株主総会
普通株式 703,006 利益剰余金 1,600 平成20年12月31日 平成21年３月23日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

　　に記載されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

　　に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,964,532千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金
△100,000千円

現金及び現金同等物 2,864,532千円

現金及び預金 2,655,451千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金
△42,488千円

現金及び現金同等物 2,612,962千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

　　の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社ザクラを連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式

の取得価額と株式取得のための収入（純額）との関係

は次のとおりであります。

 （千円）

流動資産 39,415
固定資産 4,654
のれん 18,103
流動負債 △35,794
少数株主持分 △1,379
新規連結子会社株式の取得価額 25,000
新規連結子会社の現金及び現金

同等物の残高
△30,135

新規連結子会社株式の取得によ

る収入
△5,135

※３．当連結会計年度に事業の譲受けにより増加した資

産及び負債の主な内訳

エー・エス・アイ株式会社からの事業譲受に伴い取得

した資産及び負債の内訳は次のとおりであります。

 （千円）

流動資産 3,485
固定資産 73,126
のれん 8,202
事業譲受による支出 84,814
  

 ※４．当連結会計年度に営業の譲渡により減少した資産　

及び負債の主な内訳

株式会社ABMにおける事業の譲渡により減少した資産

及び負債の内訳並びに事業の譲渡による収入は次のと

おりであります。

　

 （千円）

流動資産 69,638
固定資産 59,373
流動負債 △7,908
固定負債 △62,001
事業譲渡益 140,898
事業譲渡による収入　 200,000
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

　５．重要な非資金取引

 　　当連結会計年度のウッドランド株式会社との合併に

　伴い、同社及び同社連結子会社12社より引き継いだ資

　産及び負債の内訳は、次のとおりであります。 

 （千円）

流動資産 3,182,802
固定資産 6,023,293

資産合計 9,206,095
流動負債  2,500,410
固定負債  2,029,397

負債合計 4,529,807

　５．　　　　　　─────────　
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産

176,099 107,475 68,623

無形固定
資産

154,532 97,678 56,854

合計 330,631 205,154 125,477

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産

294,625 133,420 161,205

無形固定
資産

157,352 139,317 18,034

合計 451,977 272,738 179,239

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 74,135千円

１年超 56,403千円

合計 130,539千円

１年内 62,998千円

１年超 122,377千円

合計 185,375千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 80,838千円

減価償却費相当額 76,254千円

支払利息相当額 3,990千円 

支払リース料 102,799千円

減価償却費相当額 93,478千円

支払利息相当額 8,510千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同　左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同　左

２．オペレーティング・リース取引 　─────────

　　未経過リース料 　　

１年内 46千円

１年超 －千円

合計 46千円

 

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

（減損損失について）

　　　　　同　　　　　左
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（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成19年12月31日） 当連結会計年度（平成20年12月31日）

取得原価

（千円）

連結貸借対照

表計上額

（千円）

差額（千円）
取得原価

（千円）

連結貸借対照

表計上額

（千円）

差額（千円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの

(1）株式 151,178 389,467 238,289 63,875 399,456 335,581

(2）債券       

①　国債・地方債

等
－ － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 151,178 389,467 238,289 63,875 399,456 335,581

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの

(1）株式 262,181 242,198 △19,982 204,833 172,070 △32,763

(2）債券       

①　国債・地方債

等
－ － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 262,181 242,198 △19,982 204,833 172,070 △32,763

合計 413,359 631,666 218,307 268,708 571,526 302,817

（注）前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について279,165千円、当連結会計年度において
111,786千円減損処理を行っております。
　なお、当該株式の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理
を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について
減損処理を行っております。

２　前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度

（自 平成19年１月１日　至 平成19年12月31日）

当連結会計年度

（自 平成20年１月１日　至 平成20年12月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）

売却損の合計額

（千円）
売却額（千円）

売却益の合計額

（千円）

売却損の合計額

（千円）

466,849 261,102 3,000 37,812　 9,188 2,863

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

種類

前連結会計年度（平成19年12月31日） 当連結会計年度（平成20年12月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）関連会社株式 308,688 339,720

(2）その他有価証券   

非上場株式 556,090 412,928

社債 30,000 127,000

（注）１．前連結会計年度において、その他有価証券（非上場株式）について13,166千円減損処理を行っております。
      ２．当連結会計年度において、その他有価証券（非上場株式）について162,900千円減損処理を行っております。
　　　３．当連結会計年度において、その他有価証券（社債）について102,000千円の貸倒引当金を設定しております。
　　　　　表中の連結貸借対照表計上額は、貸倒引当金控除前の金額を記載しております。
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   　　　４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

　 前連結会計年度（平成19年12月31日） 当連結会計年度（平成20年12月31日）

　
１年以内
（千円）

１年超５
年以内
（千円）

５年超10
年以内
 （千円）

10年超
（千円）

１年以内
（千円）

１年超５
年以内
（千円）

５年超10
年以内
 （千円）

10年超
（千円）

１．債券         

（１）国債・地方

債等
－ － － － － － － －

（２）社債 30,000 － － － 10,000 117,000 － －

（３）その他 － － － － － － － －

合計 30,000 － － － 10,000 117,000 － －

（注）上記社債のうち一年内償還予定のものについては、実質的に長期と判断して投資有価証券に含めています。　　　　

　　　　　　　　　

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社の子会社の退職給付制度は、退職一時金制度と適格退職年金制度から構成されております。

 また、一部の子会社は、退職給付制度は設けておりません。

２．退職給付債務に関する事項

  前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

(1）退職給付債務（千円） △258,836 △286,585  

(2）年金資産（千円） 208,549 146,513  

(3）退職給付引当金(1）+（2）（千円） △50,286 △140,071  

３．退職給付費用の内訳

  前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

(1）勤務費用（千円） 28,936 108,007  

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

４．退職給付債務の計算基礎

連結子会社は、退職給付債務の算定に簡便法を採用しておりますので、計算基礎については記載しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社の取締役

　　　　　　　　　  5名

当社の従業員

　　　　　　　　　467名

当社の子会社の取締役

　　　　　　　　　  1名 

当社の子会社の従業員

　　　　　　　　　　6名

ストック・オプション数 普通株式　　　8,000 株

付与日 平成17年８月25日

権利確定条件

 付与日（平成17年８月25日）以
降、権利確定日（平成20年８月24
日）まで継続して勤務しているこ

と。

対象勤務期間
 平成17年８月25日から平成20年8

月24日まで

権利行使期間
 自　平成20年８月25日

至　平成27年３月23日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 6,512

付与 －

失効 812

権利確定 －

未確定残 5,700

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 65,205

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －

当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容
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平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社の取締役

　　　　　　　　　  5名

当社の従業員

　　　　　　　　　467名

当社の子会社の取締役

　　　　　　　　　  1名 

当社の子会社の従業員

　　　　　　　　　　6名

ストック・オプション数 普通株式　　　8,000 株

付与日 平成17年８月25日

権利確定条件

 付与日（平成17年８月25日）以
降、権利確定日（平成20年８月24
日）まで継続して勤務しているこ

と。

対象勤務期間
 平成17年８月25日から平成20年8

月24日まで

権利行使期間
 自　平成20年８月25日

至　平成27年３月23日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 5,700

付与 －

失効 508

権利確定 5,192

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 5,192

権利行使 －

失効 100

未行使残 5,092

②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 65,205

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

[流動の部]   

繰延税金資産   

繰越欠損金 129,938千円

オフィス移転費用 47,189　

品質保証引当金 38,470　

たな卸資産評価損 27,087　

貸倒引当金繰入限度

超過額

20,036　

賞与引当金繰入限度

超過額

15,116　

その他 33,482　

繰延税金資産小計 311,322　

評価性引当額 △35,799　

繰延税金資産合計 275,523　

[固定の部]   

繰延税金資産   

繰越欠損金 838,251　

減価償却超過額 514,059　

投資有価証券評価損 354,944　

貸倒引当金繰入限度

超過額 

37,617　

退職給付引当金 20,450　

その他 6,116　

繰延税金資産小計 1,771,439　

 評価性引当額 △1,427,223　

繰延税金資産合計 344,216　

繰延税金負債   

有価証券評価差額金 70,843　

プログラム準備金 20,194　

  その他 2,327　

繰延税金負債合計 93,365　

繰延税金資産の純額 250,851　

[流動の部]   

繰延税金資産   

繰越欠損金 148,795千円

未払事業税　 81,677　

品質保証引当金　 71,796　

賞与引当金繰入限度

超過額　

21,035　

未払事業所税 12,511　

その他 17,310　

繰延税金資産小計 353,126　

評価性引当額 △19,983　

繰延税金資産合計 333,142　

[固定の部]   

繰延税金資産   

繰越欠損金 783,023　

減価償却超過額　 533,345　

投資有価証券評価損 49,200　

貸倒引当金繰入限度

超過額

44,290　

退職給付引当金　 57,661　

その他 2,352　

繰延税金資産小計 1,469,875　

 評価性引当額 △1,182,472　

繰延税金資産合計 287,402　

繰延税金負債   

有価証券評価差額金 119,997　

プログラム準備金 14,011　

  その他 2,081　

繰延税金負債合計 136,090　

繰延税金資産の純額 151,312　

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

のれん減損及び減価償却費等 6.7％

留保金課税 3.4％

交際費等永久に損金に

算入されない項目

1.4％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率

　

53.2％

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

のれん減損及び減価償却費等 3.5％

評価性引当金 18.5％

引継ぎ繰越欠損金 △7.1％

住民税均等割 1.5％

その他　 4.8％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率

　

61.9％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 　　　前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日） 

 
 

ＩＴコンサル
ティング事業
（千円）

パッケー
ジ＆サービ
ス
事業
（千円）

企業活性化
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
17,007,704 4,532,971 3,476,733 25,017,410 871 25,018,281

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

6,128 142,533 － 148,661 △148,661 －

計 17,013,832 4,675,505 3,476,733 25,166,071 △147,790 25,018,281

営業費用 13,987,628 4,561,877 3,669,621 22,219,128 △247,074 21,972,054

営業利益又は

営業損失（△）
3,026,203 113,627 △192,887 2,946,943 99,283 3,046,226

Ⅱ　資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支

出

      

資産 7,435,206 2,651,017 1,154,071 11,240,295 2,796,656 14,036,951

減価償却費 471,192 307,338 46,043 824,575 179 824,754

減損損失 － 317,138 － 317,138 － 317,138

資本的支出 789,003 98,183 104,435 991,622 － 991,622

　

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、事業の内容によっております。 

２．各区分に属する主要な製品 

事業区分 事業内容

ＩＴコンサルティン

グ事業

顧客の抱える経営上の問題を経営者の視点で共有し、顧客のビジネスを本質から理

解したうえで、実践的な高い技術力により先進ＩＴを駆使した情報システムを構築

することで、問題を解決していく事業

パッケージ＆サービ

ス事業

販売管理、ＥＲＰなど、専門性の高い領域へ特化した業務パッケージソフトを販売

またはＡＳＰを利用しての提供、あるいは基幹システムの受託開発を行うことによ

り、顧客の業務効率改善を図る事業

企業活性化事業 対象企業の経営に深く参画し、ＩＴを含めた短期かつ、抜本的な改革により企業の

活性化を実現したうえで、各業態ごとに成功モデルを構築する事業

　

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、4,388,611千円であり、その主なものは、余資運

用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

 　　　当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日） 

 
 

ＩＴコンサル
ティング事業
（千円）

パッケー
ジ＆サービ
ス
事業
（千円）

企業活性化
・新事業
開拓事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
18,891,390 4,591,346 4,691,563 28,174,300 451 28,174,752
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ＩＴコンサル
ティング事業
（千円）

パッケー
ジ＆サービ
ス
事業
（千円）

企業活性化
・新事業
開拓事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

488 296,852 85,985 383,326 △383,326 －

計 18,891,879 4,888,199 4,777,548 28,557,627 △382,875 28,174,752

営業費用 16,290,549 4,510,700 5,181,188 25,982,438 △406,535 25,575,903

営業利益又は

営業損失（△）
2,601,329 377,498 △403,639 2,575,188 23,660 2,598,848

Ⅱ　資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支

出

      

資産 8,341,747 2,514,507 1,055,886 11,912,140 1,877,586 13,789,726

減価償却費 568,849 103,638 80,808 753,297 1,726 755,023

減損損失 282,226 － 313,278 595,504 － 595,504

資本的支出 329,066 84,362 120,272 533,702 7,783 541,485

　

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、事業の内容によっております。 

２．各区分に属する主要な製品 

事業区分 事業内容

ＩＴコンサルティン

グ事業

顧客の抱える経営上の問題を経営者の視点で共有し、顧客のビジネスを本質から理

解したうえで、実践的な高い技術力により先進ＩＴを駆使した情報システムを構築

することで、問題を解決していく事業

パッケージ＆サービ

ス事業

販売管理、ＥＲＰなど、専門性の高い領域へ特化した業務パッケージソフトを販売

またはＡＳＰを利用しての提供、あるいは基幹システムの受託開発を行うことによ

り、顧客の業務効率改善を図る事業

企業活性化・新事業

開拓事業

対象企業の経営に深く参画し、ＩＴを含めた短期かつ、抜本的な改革により企業の

活性化を実現したうえで、各業態ごとに成功モデルを構築する事業

また、当社グループにない事業を営む企業との提携、新進企業の創設や出資等を通

して、当社の経営、業務、ＩＴ全般にわたるノウハウ・技術力を活用・融合すること

で対象企業の価値を最大化し、あるいはその成長を加速することで当該業界の発展

に寄与していく事業

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、3,795,161千円であり、その主なものは、余資運
用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

４．当連結会計年度から「企業活性化事業」は、「企業活性化・新事業開拓事業」に名称を変更しております。

　　　　５．営業費用の配分方法の変更

　前連結会計年度までは、パッケージ＆サービス事業とＩＴコンサルティング事業の相互の連携が少なかった

ため、それぞれの事業に、営業費用を直課しておりました。

　当連結会計年度から、ＥＲＰ事業をフューチャーアーキテクト株式会社へ合併統合したうえ産業統括本部の

一事業として組織編制しました。この統合によってＩＴコンサルティング事業とパッケージ＆サービス事業の

相互の連携がより密接になったため、営業費用を両事業の全体に配賦して捉えるほうが、各セグメントの実態

に即した営業利益となるため、営業費用を人件費に基づき按分して配賦することといたしました。

　この配分方法の変更により、従来の方法によった場合に比べて、ＩＴコンサルティング事業の営業費用が

54,276千円減少（減価償却費が140,981千円増加し、その他の営業費用が195,258千円減少）し、パッケージ＆
サービス事業の営業費用が同額増加（減価償却費が140,981千円減少し、その他の営業費用が195,258千円増
加）しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及

び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、その記載を省略しておりま

す。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略して

おります。

（企業結合等）

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

（パーチェス法適用関係）

　当社は平成19年１月１日をもって、当社を存続会社、ウッドランド株式会社を消滅会社とする合併をいたしました。具体的には当社を取得会

社、ウッドランド株式会社を被取得会社としたパーチェス法により連結財務諸表を作成しております。

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称 

(1) 被取得企業の名称

　　ウッドランド株式会社

(2) 事業の内容 

　　ソフトウェア開発販売等

(3) 企業結合を行った主な理由 

　  それぞれが保有する技術・製品・人材の相互補完・相互交流を図り、両者の経営資源とノウハウを最大限に活用するため

(4) 企業結合日

　　平成19年１月１日

(5) 企業結合の法的形式 

　　当社を存続会社とし、ウッドランド株式会社を消滅会社とする吸収合併方式

(6) 結合後企業の名称 

　　フューチャーアーキテクト株式会社 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

当連結会計年度開始日の結合のため、当連結会計年度に含まれている業績は平成19年１月１日から平成19年12月31日となっております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　ウッドランド株式会社株式　3,463,286千円

４．取得の対価として交付した株式の種類別の交換比率及びその算定方法 

(1）株式の種類及び交換比率 

合併期日前日の最終のウッドランド株式会社の株主名簿に記載または記録された株主に対して、その所有するウッドランド株式会社の普通株

式１株につき当社の普通株式0.004762株を割当交付いたしました。 

(2) 合併比率の算定方法  

合併比率の算定は、当社は株式会社ＧＭＤコーポレートファイナンスに、ウッドランド株式会社はデロイトトーマツＦＡＳ株式会社に依頼し、

その算定結果を参考として当事会社間で協議した結果、合意いたしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

 34,877株　3,463,286千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) のれんの金額 

　　522,927千円 

(2) 発生原因 

　　取得原価が企業結合時の時価純資産を上回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3) 償却方法及び償却期間 

　　効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間の３年間で償却しております。 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳

 科目 金額（千円） 

流動資産  1,223,338

固定資産 4,942,393

資産合計 6,165,731

流動負債 920,146

固定負債 1,661,188

負債合計  2,581,334

（共通支配下の取引等）

当社と株式会社スワン及び株式会社ワイズウェアとの合併

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称 事業の内容

株式会社スワン
中堅企業向け統合業務（ＥＲＰ）パッケージ「ＮｅｗＲＲＲ」の

企画開発、販売及び教育サービスの提供
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名称 事業の内容

株式会社ワイズウェア
中堅企業向けＥＲＰパッケージ「ＮｅｗＲＲＲ」を核としたトー

タルソリューションサービスの提供 

(2) 企業結合の法的形式

　　当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併・略式合併）方式であります。

(3) 結合後企業の名称

　　フューチャーアーキテクト株式会社

(4) 取引の目的を含む取引の概要

　①　合併の目的

旧ウッドランド株式会社グループの提供する中堅中小企業市場向けＥＲＰ事業について、これを見直し、再構築するとともに、当社のＩＴ

コンサルティング事業との間で、人材を始めとする経営資源の有効活用を図るため。

　②　合併の期日

　　　平成19年12月31日

　③　合併比率並びに合併交付金

　　　当社の完全子会社との合併であり、新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。

２．実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

株式会社エルムと株式会社フィット、株式会社エムシンク、トリプルダブル株式会社及び株式会社メイプルとの合併

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称 事業の内容

株式会社エルム 
中堅中小企業向け業態別業務支援システム、基幹系業務システム、

ＥＯＳシステムの開発・販売・サポート 

株式会社フィット 
オープン系システムの構築並びにＥＣサイト等の構築及びグルー

プ内商品のＯＥＭ販売 

株式会社エムシンク 開発ツールを用いたソフトウェアの開発 

トリプルダブル株式会社 Ｗｅｂアプリケーションの開発及びＡＳＰサービスの運営 

株式会社メイプル 
中国地方を中心とした業態別業務支援システムの企業向け販売・

サポート 

(2) 企業結合の法的形式

　　株式会社エルムを存続会社とする吸収合併方式であります。

(3) 結合後企業の名称

　　株式会社エルム

(4) 取引の目的を含む取引の概要

　①　合併の目的

旧ウッドランド株式会社グループの提供する中堅中小企業市場向け販売管理システムやＡＳＰシステムを中心とした業務ソリューショ

ンについて、市場訴求力、営業力の集中強化を図るため。

　②　合併の期日

　　　平成19年12月31日

　③　合併比率並びに合併交付金

株式会社フィットの株式１株に対して、株式会社エルムの株式0.348株を割当交付し、株式会社メイプル、トリプルダブル株式会社及び株

式会社エムシンクの株式１株に対しては、合併対価の割当交付はいたしません。

なお、本合併による資本金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。

２．実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

（パーチェス法適用関係）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称 

(1) 被取得企業の名称

　　エー・エス・アイ株式会社

(2) 事業の内容 

　　システムの開発及びソフトウェアの販売等

(3) 企業結合を行った主な理由 

　  技術者の確保及び事業の拡大を図るため

(4) 企業結合日

　　平成20年８月１日

(5) 企業結合の法的形式 

　　事業譲受

(6) 結合後企業の名称 

　　株式会社アセンディア 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

　当連結会計年度に含まれている業績は平成20年８月１日から平成20年12月31日となっております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得対価 84,814千円

取得に直接要した費用 －千円

取得原価 84,814千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) のれんの金額 

　　8,202千円 

(2) 発生原因 

　　取得原価が企業結合時の時価純資産を上回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3) 償却方法及び償却期間 

　　効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間の３年間で償却しております。 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳

 科目 金額（千円） 

流動資産 3,485

固定資産 73,126

資産合計 76,612

流動負債 －

固定負債 －

負債合計 －

６．企業結合が当連結会計年度開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

売上高 1,516,581千円

営業損失 248,660千円

上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際に出資が期首時点に行われた場合の連結会社の経

営成績を示すものではありません。

　なお、上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。

（共通支配下の取引等）

当社とフューチャーインベストメント株式会社の会社分割

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称 事業の内容

投資業務 有価証券の投資、運用

(2) 企業結合の法的形式

　　当社を分割会社、フューチャーインベストメント株式会社（当社の子会社）を承継会社とする吸収分割方式

(3) 結合後企業の名称

　　フューチャーインベストメント株式会社

(4) 取引の目的を含む取引の概要

　　財務戦略の機動的な運営を促進するため

２．実施した会計処理の概要

本会社分割は、「企業結合に係る会計基準（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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株式会社エルムとイーマニファクチャリング株式会社との合併

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称 事業の内容

株式会社エルム 
中堅中小企業向け業態別業務支援システム、基幹系業務システム、

ＥＯＳシステムの開発・販売・サポート 

イーマニファクチャリング株

式会社
生産管理パッケージの開発、販売・コンサルティング

(2) 企業結合の法的形式

　　株式会社エルムを存続会社とする吸収合併方式

(3) 結合後企業の名称

　　株式会社エルム

(4) 取引の目的を含む取引の概要

イーマニファクチャリング株式会社が提供する製造業向け生産管理システムを中心とした業務ソリューションについて、市場訴求力の強

化、業務効率改善を図るため

２．実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

（事業分離関係）

１．分離先企業の名称及び事業の内容、事業分離を行った理由、事業分離日、事業分離の法的形式、分離後企業の名称 

(1) 分離先企業の名称

　　株式会社パブリック・マネジメント・コンサルティング

(2) 分離した事業の内容 

　　株式会社ＡＢＭの地方自治体の公会計導入に係るコンサルティング

(3) 事業分離を行った主な理由 

当社の連結子会社である株式会社ＡＢＭは、金融機関向け管理会計コンサルティングと自治体向け公会計コンサルティングを行ってまいり

ましたが、両事業の相乗効果がそれほど見込めないこと、及び株式会社パブリック・マネジメント・コンサルティングより同社の主事業の強

化のために公会計部門を譲り受けたい旨の申し出があったことにより判断いたしました。

(4) 事業分離日

　　平成20年６月30日

(5) 事業分離の法的形式 

　株式会社ＡＢＭ（当社の子会社）を分割会社、株式会社パブリック・マネジメント・コンサルティングを承継会社とする吸収分割方式

２．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

　　140,898千円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

 科目 金額（千円） 

流動資産 69,638

固定資産 59,373

資産合計 129,011

流動負債 7,908

固定負債 62,001

負債合計 69,909

(3) 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 53,231千円

営業損失 65,057千円

【関連当事者との取引】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 19,540円06銭 19,815円58銭

１株当たり当期純利益 2,729円31銭 1,569円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 2,725円02銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、期中平均株価が

新株予約権の行使価格より低く、１株

当たり当期純利益が希薄化しないた

め、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 １株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 1,268,112 701,533

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,268,112 701,533

期中平均株式数（株） 464,628 447,040

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 731 －

　　（うち新株予約権） (731) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

 ───────── 平成17年３月24日定時株主総会決議

ストック・オプション（新株予約権

　1,273個）

普通株式　　5,092株

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

　  平成年月日   　 　 平成年月日 

フューチャーアーキテ

クト株式会社 
第3回無担保社債  17.12.30 

150,000

(150,000) 
－  0.840 無担保社債 20.12.30 

株式会社ＡＢＭ 第1回無担保社債 17.9.15 
20,000

 (20,000)
－  0.470 無担保社債 20.9.12 

合計 － －
170,000

 (170,000)
－ － － －

　（注）（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

【借入金等明細表】

区　　分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 885,000 632,000 1.1 －

１年内返済予定長期借入金 407,906 259,466 1.9 －

１年内返済予定リース債務 － － － －

長期借入金

（１年内に返済予定のものを除く。）
369,969 80,000 1.9 平成22年～24年

リース債務

（１年内に返済予定のものを除く。）
－ － － －

その他の有利子負債 － － － －

合　　計 1,662,875 971,466 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

          ます。

　
1年超2年以内

(千円)

2年超3年以内

(千円)

3年超4年以内

(千円)

4年超5年以内

(千円)

 長期借入金 32,000 32,000 16,000 －

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,602,863   1,839,578  
２．受取手形   1,627   －  

３．売掛金   3,676,491   4,944,835  
４．商品   11,345   17,236  
５．製品   3,415   3,415  
６．仕掛品   30,176   40,309  
７．前払費用   232,446   313,602  
８．繰延税金資産   147,944   162,162  
９．関係会社短期貸付金   －   130,000  
10．未収入金　 ※１  278,292   274,106  
11．その他   30,811   43,095  
12．貸倒引当金   △11,064   △41,158  
流動資産合計   6,004,351 48.1  7,727,184 59.7

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  510,313   410,250   

減価償却累計額  213,972 296,341  160,289 249,960  
(2）器具及び備品  1,060,793   1,155,300   

減価償却累計額  668,069 392,724  822,614 332,685  
(3）土地   42,689   23,719  
有形固定資産合計   731,754 5.9  606,365 4.7
２．無形固定資産        

(1) のれん   247,157   104,024  
(2）特許権   1,066   886  
(3）商標権   3,692   2,795  
(4）ソフトウェア   538,808   379,781  
(5) 権利金   287,700   －  

(6) その他   11,168   44,705  
無形固定資産合計   1,089,593 8.7  532,194 4.1
３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   1,092,125   571,456  
(2）関係会社株式   1,335,296   1,310,675  
(3) 長期貸付金   39,607   －  

(4）関係会社長期貸付金   1,011,885   1,139,877  
(5) 破産更生債権等   1,472   －  

(6）繰延税金資産   246,417   131,930  
(7）敷金保証金   710,181   735,013  
(8) 長期性預金   200,000   200,000  
(9) 長期未収入金   133,048   －  

(10）その他   15,471   60,459  
(11) 貸倒引当金   △127,173   △78,000  

投資その他の資産合計   4,658,332 37.3  4,071,411 31.5

固定資産合計   6,479,680 51.9  5,209,970 40.3

資産合計   12,484,031 100.0  12,937,155 100.0
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前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   870,791   562,963  
２．短期借入金 ※１  800,000   1,000,000  
３. １年内返済予定長期借入金   393,830   259,466  
４. １年内償還予定社債   150,000   －  

５．未払金   691,324   392,010  
６．未払費用   10,036   1,559  
７．未払法人税等   158,000   1,083,616  
８．未払消費税等   －   178,631  
９．預り金   221,463   193,036  
10．前受収益   190,828   184,786  
11．品質保証引当金   91,504   176,447  
12. その他　   －   274  
流動負債合計   3,577,778 28.7  4,032,792 31.2

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   339,466   80,000  

固定負債合計   339,466 2.7  80,000 0.6

負債合計   3,917,244 31.4  4,112,792 31.8
        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,421,815 11.4  1,421,815 11.0
２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 2,495,772   2,495,772   

(2) その他資本剰余金 　 370,405   370,405   

資本剰余金合計 　  2,866,178 23.0  2,866,178 22.1
３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 27,748   27,748   

(2）その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 　 124   －   

繰越利益剰余金 　 5,991,507   6,581,744   

利益剰余金合計 　  6,019,381 48.2  6,609,493 51.1
４．自己株式 　  △1,870,942 △15.0  △2,252,724 △17.4
株主資本合計 　  8,436,432 67.6  8,644,762 66.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差額金 　  130,354 1.0  179,601 1.4

　評価・換算差額等合計 　  130,354 1.0  179,601 1.4

純資産合計 　  8,566,786 68.6  8,824,363 68.2

負債純資産合計 　  12,484,031 100.0  12,937,155 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．ＩＴコンサルティングサー
ビス事業

       

(1) ＩＴコンサルティングサー
ビス

 15,038,398   18,213,174   

(2) ハードウェア等プロキュア
メントサービス

 1,007,858 16,046,257  178,735 18,391,909  

２．パッケージ＆サービス事業        

(1) パッケージ＆サービス  －   786,965   

(2) ハードウェア等プロキュア
メントサービス

 － －  46,654 833,619  

売上高合計   16,046,257 100.0  19,225,529 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．ＩＴコンサルティングサー
ビス事業

       

(1) ＩＴコンサルティングサー
ビス

 7,852,977   12,011,888   

(2) ハードウェア等プロキュア
メントサービス

 872,881 8,725,859  156,565 12,168,454  

２．パッケージ＆サービス事業        

(1) パッケージ＆サービス ※８ －   420,364   

(2) ハードウェア等プロキュア
メントサービス

 － －  37,959 458,324  

売上原価合計　　   8,725,859 54.4  12,626,778 65.7

売上総利益   7,320,398 45.6  6,598,751 34.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  133,933   －   

２．役員報酬  247,816   265,848   

３．給与及び賞与  1,919,955   1,353,944   

４．雑給  733,500   181,118   

５．福利厚生費  66,163   74,540   

６．研修費  241,253   266,040   

７．研究開発費 ※１ 142,001   55,803   

８．減価償却費  144,990   131,753   

９．賃借料  199,389   241,914   

10．採用費  305,094   298,178   

11．のれん償却額  104,835   123,063   

12. 貸倒引当金繰入額　  －   52,234   

13．その他  364,271 4,603,205 28.7 662,374 3,706,814 19.3

営業利益   2,717,192 16.9  2,891,936 15.0
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前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  26,470   30,277   

２．受取配当金 ※２ 211,061   117,976   

３．グループ運営費 ※２ 136,497   116,044   

４．その他  18,902 392,932 2.4 9,267 273,566 1.4

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  18,540   13,982   

２．為替差損  1,088   14,872   

３．自己株式取得手数料  10,996   －   

４．その他  8,390 39,016 0.2 18,121 46,977 0.2

経常利益   3,071,107 19.1  3,118,525 16.2

Ⅵ　特別利益        

１. 固定資産売却益 ※３ 8,084   －   

２. 投資有価証券売却益  261,102   9,124   

３. 株式交換差益  10,907   －   

４．貸倒引当金戻入額  44,265 324,358 2.0 － 9,124 0.1

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※４　 －   13,512   

２．固定資産除却損 ※５ 38,495   8,297   

３. 投資有価証券売却損 　 3,000   2,863   

４．投資有価証券評価損 　 291,603   122,038   

５．関係会社株式評価損 　 －   549,137   

６．抱合株式消滅差損 　 60,317   －   

７．株式交換差損 　 17,328   －   

８．減損損失 ※６ 284,318   263,796   

９．オフィス移転費用 ※７ 104,000   －   

10．商品評価損 　 19,999 819,062 5.0 － 959,646 5.0

税引前当期純利益   2,576,403 16.1  2,168,004 11.3

法人税、住民税及び事業税  175,553   1,085,455   

法人税等調整額  1,061,000 1,236,554 7.7 66,482 1,151,937 6.0

当期純利益   1,339,849 8.4  1,016,066 5.3
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売上原価明細書

１．ＩＴコンサルティングサービス事業

(1) ＩＴコンサルティングサービス

  
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費        

１．給与及び賞与  2,642,208   3,660,691   

２．福利厚生費  348,207 2,990,415 38.0 451,605 4,112,297 34.2

Ⅱ　外注費        

１．外注費  3,562,950 3,562,950 45.2 5,985,456 5,985,456 49.8

Ⅲ　経費        

１．旅費交通費  543,404   756,364   

２．減価償却費  326,021   399,341   

３．賃借料  337,928   417,695   

４．消耗品費  71,596   99,500   

５．品質保証引当金繰入額  △171,000   86,439   

６．その他  214,667 1,322,618 16.8 154,793 1,914,135 16.0

当期総製造費用   7,875,985 100.0  12,011,888 100.0

期首仕掛品たな卸高   －   －  

合併による仕掛品受入高   30,176   －  

合計   7,906,161   12,011,888  

期末仕掛品たな卸高   30,176   －  

他勘定振替高 ※１  23,007   －  

当期売上原価   7,852,977   12,011,888  

        

(注) １．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。（※１）

項目 前事業年度 当事業年度

販売費及び一般管理費への振替額

（千円）
23,007 －　

合計（千円） 23,007 －　

　　２．原価計算方法はプロジェクト別実際個別原価計算を採用しております。
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(2) ハードウェア等プロキュアメントサービス　

  
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

期首商品たな卸高   4,158   7,806  

期首製品たな卸高   3,468   3,415  

合併による商品受入高   55,755   －  

当期商品仕入高   843,847   159,003  

当期製品仕入高   413   279  

合計   907,642   170,504  

期末商品たな卸高   11,345   10,523  

期末製品たな卸高   3,415   3,415  

他勘定振替高 ※１  19,999   －  

当期売上原価   872,881   156,565  

        

(注) １．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。（※１）

項目 前事業年度 当事業年度

商品評価損への振替額（千円） 19,999 －　

合計（千円） 19,999 －　

　　２．原価計算方法はプロジェクト別実際個別原価計算を採用しております。
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２．パッケージ＆サービス事業

(1) パッケージ＆サービス

  
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費        

１．給与及び賞与  －   70,433   

２．福利厚生費  － － － 8,080 78,514 18.2

Ⅱ　外注費        

１．外注費  － － － 244,588 244,588 56.8

Ⅲ　経費        

１．旅費交通費  －   18,627   

２．減価償却費  －   14,375   

３．賃借料  －   33,086   

４．消耗品費  －   3,447   

５．品質保証引当金戻入額  －   △1,496   

６．その他  － － － 39,354 107,396 25.0

当期総製造費用   － －  430,498 100.0

期首仕掛品たな卸高   －   30,176  

合計   －   460,674  

期末仕掛品たな卸高   －   40,309  

当期売上原価   －   420,364  

        

(注) １．表示方法の変更に記載のとおり、当事業年度よりパッケージ＆サービス事業の売上原価を区分掲記しております

ので、前事業年度の売上原価は記載しておりません。

　　 ２．原価計算方法はプロジェクト別実際個別原価計算を採用しております。
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(2) ハードウェア等プロキュアメントサービス　

  
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

期首商品たな卸高   －   3,539  

期首製品たな卸高   －   －  

当期商品仕入高   －   41,132  

当期製品仕入高   －   －  

合計   －   44,672  

期末商品たな卸高   －   6,712  

期末製品たな卸高   －   －  

当期売上原価   －   37,959  

        

(注) 表示方法の変更に記載のとおり、当事業年度よりパッケージ＆サービス事業の売上原価を区分掲記しておりますので、

前事業年度の売上原価は記載しておりません。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成18年12月31日

残高（千円）
1,421,815 2,495,772 － 2,495,772 27,748 897 5,070,534 5,099,180 △3,093,558 5,923,210

事業年度中の変動額           

合併による増減   370,405 370,405     3,091,165 3,461,570

剰余金の配当       △419,649 △419,649  △419,649

特別償却準備金の

取崩
     △772 772 －  －

当期純利益       1,339,849 1,339,849  1,339,849

自己株式の取得         △1,868,549 △1,868,549

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額）

          

事業年度中の変動額

合計（千円）
－ － 370,405 370,405 － △772 920,973 920,200 1,222,615 2,513,222

平成19年12月31日

残高（千円）
1,421,815 2,495,772 370,405 2,866,178 27,748 124 5,991,507 6,019,381 △1,870,942 8,436,432

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

平成18年12月31日　

残高（千円）
287,927 287,927 6,211,137

事業年度中の変動額    

合併による増減   3,461,570

剰余金の配当   △419,649

特別償却準備金の

取崩
  －

当期純利益   1,339,849

自己株式の取得   △1,868,549

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額）

△157,572 △157,572 △157,572

事業年度中の変動額

合計（千円）
△157,572 △157,572 2,355,649

平成19年12月31日　

残高（千円）
130,354 130,354 8,566,786

当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成19年12月31日

残高（千円）
1,421,815 2,495,772 370,405 2,866,178 27,748 124 5,991,507 6,019,381 △1,870,942 8,436,432

事業年度中の変動額           

剰余金の配当       △425,954 △425,954  △425,954
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

特別償却準備金の

取崩
     △124 124 －  －

当期純利益       1,016,066 1,016,066  1,016,066

自己株式の取得         △381,782 △381,782

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額）

          

事業年度中の変動額

合計（千円）
－ － － － － △124 590,236 590,111 △381,782 208,329

平成20年12月31日

残高（千円）
1,421,815 2,495,772 370,405 2,866,178 27,748 － 6,581,744 6,609,493 △2,252,724 8,644,762

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

平成19年12月31日　

残高（千円）
130,354 130,354 8,566,786

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △425,954

特別償却準備金の

取崩
  －

当期純利益   1,016,066

自己株式の取得   △381,782

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額）

49,247 49,247 49,247

事業年度中の変動額

合計（千円）
49,247 49,247 257,576

平成20年12月31日　

残高（千円）
179,601 179,601 8,824,363
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同　左

 (2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同　左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同　左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品及び製品

総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(1）商品及び製品

同　左

 ───────── (2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、３年間で均

等償却しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

(1) 有形固定資産

同　左

 建物　　　　　３～31年

器具及び備品　３～10年

 

 (2) 無形固定資産

(イ)自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

(2) 無形固定資産

(イ)自社利用のソフトウェア

同　左 

 (ロ)市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量に基づく償却額と見込

販売可能有効期間（３年）に基づく

定額法のいずれか大きい額を償却す

る方法

(ロ)市場販売目的のソフトウェア

同　左

 (ハ)のれん 

のれんの償却については、その効果の

発現する期間にわたって均等償却を

行うこととしております。

なお、金額的重要性の乏しい場合に

は、発生年度の損益として処理するこ

ととしております。 

(ハ)のれん 

同　左

 (ニ)その他

定額法

(ニ)その他

同　左
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項目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同　左

  (2）品質保証引当金

技術革新の著しいオープンシステム

のコンサルテーションまたはシステ

ム開発業務（ＩＴコンサルティング

サービス及びパッケージ＆サービ

ス）については、契約時ないし決算時

には予見不能な問題解決のための役

務の提供が不可避的に発生するケー

スがあります。当社はＩＴコンサル

ティングサービス及びパッケージ＆

サービスに関して、顧客に満足してい

ただける品質水準を保証するため、こ

の役務提供を無償で実施する場合が

あります。

そこで、ＩＴコンサルティングサービ

ス及びパッケージ＆サービスについ

て、売上計上後の追加原価の発生に備

えるため、過去の実績に基づき算出し

た発生見積額を品質保証引当金とし

て計上しております。

(2）品質保証引当金

同　左

　

５．売上高及び売上原価の計

上方法

売上高のうち、ＩＴコンサルティングサー

ビス売上については、各プロジェクト毎に

売上原価を発生基準で認識し、これに対応

する売上を原価進捗率（プロジェクト別

の見積総原価に対する実際発生原価の割

合）に応じて認識する方法（進行基準）

によっております。

同　左

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同　左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

　　税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同　左
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重要な会計方針の変更

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

　(企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基

準）

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年

12月27日　企業会計基準第10号）を適用しております。

　─────────　

　(棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が平成20年３月31日以前に開始する

事業年度から適用できることになったことに伴い、当事業年

度から同会計基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　　　　　　　　　─────────

　(有形固定資産の減価償却の方法）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１日

以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　　─────────
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度まで独立掲記しておりました「電話加入

権」（当事業年度末10,710千円）は重要性がないため、無

形固定資産の「その他」に含めて表示する方法に変更い

たしました。

　前事業年度まで独立掲記しておりました「未払消費税

等」（当事業年度末99,212千円）は重要性がないため、流

動負債の「未払金」に含めて表示する方法に変更いたし

ました。

　

（貸借対照表）

　前事業年度まで独立掲記しておりました「権利金」

（当事業年度末33,962千円）は金額に重要性がないた

め、無形固定資産の「その他」に含めて表示する方法に

変更いたしました。

　前事業年度まで独立掲記しておりました「長期未収入

金」（当事業年度末45,177千円）は金額に重要性がない

ため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示する

方法に変更いたしました。

　 「未払消費税等」（前事業年度99,212千円）は、前事

業年度まで、流動負債の「未払金」に含めて表示してお

りましたが、当事業年度末において負債純資産の合計額

の100分の１を超えたため、区分掲記いたしました。

（損益計算書）

　前事業年度まで独立掲記しておりました「旅費交通

費」（当事業年度161,686千円）、「交際費」（当事業年

度23,181千円）、「消耗品費」（当事業年度57,467千

円）、「支払手数料」（当事業年度51,401千円）は、それ

ぞれ重要性がないため、「その他」に含めて表示する方

法に変更いたしました。

　また、前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「雑給」（前事業年度

137,805千円）は、当事業年度において金額に重要性が増

したため、独立掲記する方法に変更いたしました。

　

（損益計算書）

　前事業年度まで売上高を「ITコンサルティングサービ

ス」と「ハードウェア等プロキュアメントサービス」に

区分して表示しており、パッケージ＆サービス事業にか

かる売上高については重要性が乏しいため、「ITコンサ

ルティングサービス」に含めて表示しておりましたが、

当事業年度においては、前事業年度末において株式会社

スワン及び株式会社ワイズウェアを吸収合併したことに

伴ってパッケージ＆サービス事業の売上高が増加し、金

額に重要性が増したため、パッケージ＆サービス事業を

区分掲記しております。

なお、パッケージ＆サービス事業の前事業年度の売上高

は177,365千円であり、そのうち「パッケージ＆サービ

ス」が108,848千円、「ハードウェア等プロキュアメン

ト」が68,517千円であります。

また、上記の売上区分の変更に伴い、対応する売上原価に

ついてもパッケージ＆サービス事業を区分掲記しており

ますが、パッケージ＆サービス事業の前事業年度の売上

原価は139,883千円であり、そのうち「パッケージ＆サー

ビス」が77,580千円、「ハードウェア等プロキュアメン

ト」が62,303千円であります。

　前事業年度まで独立掲記しておりました「広告宣伝

費」（当事業年度56,272千円）は金額に重要性がないた

め、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示す

る方法に変更いたしました。

　前事業年度まで独立掲記しておりました「自己株式取

得手数料」（当事業年度2,381千円）は金額に重要性が

ないため、営業外費用の「その他」に含めて表示する方

法に変更いたしました。　
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追加情報

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

───────── （有形固定資産の減価償却の方法）

　 　当事業年度より、平成19年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、償却可能限度額まで償却が終了した

翌事業年度から５年間の均等償却を行う方法を採用して

おります。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

※１．関係会社に対する未収入金

未収入金 261,623千円

※１．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか、次のものがあります。

未収入金 257,924千円

短期借入金　 400,000　

  ２．保証債務等

　リース会社からのリース契約残高に対する債務保証等

保証先 金額

株式会社ジーベックランド 72,963千円

  ２．保証債務等

　リース会社からのリース契約残高に対する債務保証等

保証先 金額

株式会社ジーベックランド 17,058千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

 142,001千円  55,803千円

 ※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取配当金 203,000千円

グループ運営費 136,497千円

 ※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取配当金 102,020千円

グループ運営費 116,044千円

※３．固定資産売却益の内訳

　建物 3,272千円

　器具及び備品 42千円

　土地 4,309千円

　その他 459千円

　　計 8,084千円

※３．　　　　　─────────　

※４.　　　　　　─────────　

　

 

 

 

 ※５．固定資産除却損の内訳　

　建物 690千円

　器具及び備品 1,403千円

　ソフトウェア 36,400千円

　　計 38,495千円

 ※４．固定資産売却損の内訳

　建物 2,863　千円

　器具及び備品 290　千円

　土地 10,168　千円

　その他 189　千円

　　計 13,512　千円

 ※５．固定資産除却損の内訳

　建物 6,687　千円

　器具及び備品 1,610　千円

　　計 8,297　千円
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前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※６．減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した主な資産

用途 種類 場所

ＥＲＰ事業 のれん、ソフトウェア －

ＡＳＰ会計事業 のれん、販売権 －

(2) 減損損失の認識に至った経緯

平成19年７月31日開催の取締役会において、当社グ

ループの組織再編に関する方針を決議したことによ

り、ＥＲＰ事業及びＡＳＰ会計事業の資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

※６．減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した主な資産

用途 種類 場所

流通向けコンサル

ティング事業 
ソフトウェア －

金融向けコンサル

ティング事業　
のれん、権利金　 －

(2) 減損損失の認識に至った経緯

①流通向けシステムについて、今後の利用見込がなく

なったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額して

おります。

②金融市場全般の減速により、子会社における金融向

けコンサルティング事業が停滞したため、金融向け

コンサルティング事業の資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額しております。

　(3) 減損損失の金額

のれん 　85,652千円

ソフトウェア 　119,213千円

その他  79,452千円

　計 　284,318千円

　(3) 減損損失の金額

のれん 20,070千円

ソフトウェア 44,788千円

権利金 198,938千円

　計 263,796千円

　(4) 資産のグルーピングの方法

当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位として、管理会計上の事業毎にグルー

ピングしております。  

　(4) 資産のグルーピングの方法

当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位として、管理会計上の事業毎にグルー

ピングしております。  　

　(5) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来

キャッシュフロー見積額を資本コストの8.3％で割り

引いて算定しております。 　

　(5) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来

キャッシュフロー見積額を資本コストの３％で割り

引いて算定しております。 　

※７．オフィス移転費用　　　　　 

 オフィス移転費用の内容は、原状回復費用、賃貸借

 契約の解除費用、固定資産除却損等であります。 

※７．　　　　　　─────────

　

※８．　　　　　　─────────

　

※８．売上原価に含まれるたな卸資産評価損　　　 

20,760千円 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株） 

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式　（注） 34,904 28,240 34,877 28,267

合計 34,904 28,240 34,877 28,267

　(注) 普通株式の自己株式数の増加28,240株は、取締役会決議に基づく取得によるものであり、普通株式の自己株式

数の減少34,877株は、合併に伴う被合併会社の株主に対する割当交付によるものであります。

当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株） 

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式　（注） 28,267 8,994 － 37,261

合計 28,267 8,994 － 37,261

　(注) 普通株式の自己株式数の増加8,994株は、取締役会決議に基づく取得によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

,減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

,減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産

12,187 7,841 4,345

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産

6,961 6,574 387

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内　 3,379千円

１年超 399千円

合計 3,778千円

１年内　 399千円

１年超 －千円

合計 399千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 3,763千円

減価償却費相当額 3,653千円

支払利息相当額 113千円

支払リース料 3,421千円

減価償却費相当額 3,320千円

支払利息相当額 41千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同　左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同　左

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

（減損損失について）

　　　　　同　　　　　左

（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年12月31日現在）及び当事業年度（平成20年12月31日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

[流動の部]   

繰延税金資産   

オフィス移転費用 42,317千円

品質保証引当金 37,233　

繰越欠損金 31,631　

貸倒引当金限度超過額 14,720　

未払事業所税 7,415　

未払事業税 8,215　

その他 6,410　

繰延税金資産合計 147,944　

[固定の部]   

繰延税金資産   

関係会社株式 316,787　

減価償却超過額 291,982　

貸倒引当金限度超過額 21,152　

投資有価証券 17,667　

その他 6,116 

繰延税金資産小計 653,705　

 評価性引当額 △336,250　

繰延税金資産合計 317,455　

繰延税金負債   

有価証券評価差額金 70,843　

特別償却準備金 194　

繰延税金負債合計 71,038　

繰延税金資産の純額 246,417　

[流動の部]   

繰延税金資産   

未払事業税　 80,779千円

品質保証引当金　 71,796　

未払事業所税 9,422　

その他 164　

繰延税金資産合計 162,162　

[固定の部]   

繰延税金資産   

関係会社株式 541,401　

減価償却超過額 208,312　

その他 5,387 

繰延税金資産小計 755,100　

 評価性引当額 △503,173　

繰延税金資産合計 251,927　

繰延税金負債   

有価証券評価差額金 119,997　

繰延税金負債合計 119,997　

繰延税金資産の純額 131,930　

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

留保金課税 3.4％

受取配当金益金不算入 △3.2％

のれん償却額及び　

 減損損失額

　

 6.2％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人

税等の負担率

　

48.0％

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

評価性引当金 7.7％

受取配当金益金不算入 △2.0％

のれん償却額及び　

 減損損失額

　

2.7％

その他 4.0％

税効果会計適用後の法人

税等の負担率

　

53.1％
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（企業結合等）

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

（パーチェス法適用関係）

　当社は平成19年１月１日をもって、当社を存続会社、ウッドランド株式会社を消滅会社とする合併をいたしました。具体的には当社を取得会

社、ウッドランド株式会社を被取得会社としたパーチェス法により財務諸表を作成しております。

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称 

(1) 被取得企業の名称

　　ウッドランド株式会社

(2) 事業の内容 

　　ソフトウェア開発販売等

(3) 企業結合を行った主な理由 

　  それぞれが保有する技術・製品・人材の相互補完・相互交流を図り、両者の経営資源とノウハウを最大限に活用するため

(4) 企業結合日

　　平成19年１月１日

(5) 企業結合の法的形式 

　　当社を存続会社とし、ウッドランド株式会社を消滅会社とする吸収合併方式

(6) 結合後企業の名称 

　　フューチャーアーキテクト株式会社 

２．財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

　当事業年度開始日の結合のため、当事業年度に含まれている業績は平成19年１月１日から平成19年12月31日となっております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

   ウッドランド株式会社株式　3,463,286千円

４．取得の対価として交付した株式の種類別の交換比率及びその算定方法 

(1）株式の種類及び交換比率

合併期日前日の最終のウッドランド株式会社の株主名簿に記載または記録された株主に対して、その所有するウッドランド株式会社の株式１

株につき当社の普通株式0.004762株を割当交付いたしました。

(2) 合併比率の算定方法 

合併比率の算定は、当社は株式会社ＧＭＤコーポレートファイナンスに、ウッドランド株式会社はデロイトトーマツＦＡＳ株式会社に依頼し、

その算定結果を参考として当事会社間で協議した結果、合意いたしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

　 34,877株　3,463,286千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) のれんの金額 

　　400,159千円 

(2) 発生原因 

　　取得原価が企業結合時の時価純資産を上回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3) 償却方法及び償却期間 

　　効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間の３年間で償却しております。 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳

 科目 金額 （千円）

流動資産  1,223,338

固定資産 4,819,625

資産合計 6,042,963

流動負債 920,146

固定負債 1,661,188

負債合計  2,581,334

（共通支配下の取引等）

当社と株式会社スワン及び株式会社ワイズウェアとの合併

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称 事業の内容

株式会社スワン
中堅企業向け統合業務（ＥＲＰ）パッケージ「ＮｅｗＲＲＲ」の

企画開発、販売及び教育サービスの提供

株式会社ワイズウェア
中堅企業向けＥＲＰパッケージ「ＮｅｗＲＲＲ」を核としたトー

タルソリューションサービスの提供 

(2) 企業結合の法的形式

　　当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併・略式合併）方式であります。

(3) 結合後企業の名称

　　フューチャーアーキテクト株式会社

(4) 取引の目的を含む取引の概要

　①　合併の目的

旧ウッドランド株式会社グループの提供する中堅中小企業市場向けＥＲＰ事業について、これを見直し、再構築するとともに、当社のＩＴ

コンサルティング事業との間で、人材を始めとする経営資源の有効活用を図るため。

　②　合併の期日

　　　平成19年12月31日
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　③　合併比率並びに合併交付金

　　　当社の完全子会社との合併であり、新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。

２．実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

（共通支配下の取引等）

当社とフューチャーインベストメント株式会社の会社分割

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称 事業の内容

投資業務 有価証券の投資、運用

(2) 企業結合の法的形式

　　当社を分割会社、フューチャーインベストメント株式会社（当社の子会社）を承継会社とする吸収分割方式

(3) 結合後企業の名称

　　フューチャーインベストメント株式会社

(4) 取引の目的を含む取引の概要

　　財務戦略の機動的な運営を促進するため

２．実施した会計処理の概要

本会社分割は、「企業結合に係る会計基準（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 19,106円38銭 20,083円72銭

１株当たり当期純利益 2,883円70銭 2,272円88銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 2,879円17銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、期中平均株価が

新株予約権の行使価格より低く、１株

当たり当期純利益が希薄化しないた

め、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 1,339,849 1,016,066

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,339,849 1,016,066

期中平均株式数（株） 464,628 447,040

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 731 －

　　（うち新株予約権） (731) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

─────────

 

 

平成17年３月24日定時株主総会決議

ストック・オプション（新株予約権

　1,273個）

普通株式　　5,092株 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有

価証券

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 438,000 399,456

株式会社システムディ 425,000 72,250

日本サードパーティ株式会社 1,200 46,680

西日本システム建設株式会社 92,000 27,600

株式会社フラクタリスト 450 17,865

株式会社岩田屋 22,500 6,052

株式会社デジタルスケープ 81 1,336

ジェット証券株式会社 18 216

計 979,249 571,456
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 510,313 47,225 147,288 410,250 160,289 56,798 249,960

器具及び備品 1,060,793 139,906 45,399 1,155,300 822,614 192,623 332,685

土地 42,689 － 18,970 23,719 － － 23,719

建設仮勘定 － 1,800 1,800 － － － －

有形固定資産計 1,613,796 188,931 213,458 1,589,270 982,904 249,422 606,365

無形固定資産        

のれん 351,993 －
20,070

(20,070)
331,923 227,898 123,063 104,024

特許権 1,442 － － 1,442 555 180 886

商標権 8,802 － － 8,802 6,006 896 2,795

ソフトウェア 1,215,193 130,965
46,182

 (44,788)
1,299,976 920,194 243,972 379,781

権利金 409,000 －
198,938

 (198,938)
210,062 176,100 54,800 33,962

その他 12,710 － 1,000 11,710 966 70 10,743

無形固定資産計 1,999,141 130,965
266,190

 (263,796)
1,863,916 1,331,722 422,982 532,194

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

(注)１．当期増加額の主なものは、次の通りであります。

科目 理由 金額

器具備品　 オフィス移転に伴う什器等取得　 55,917

ソフトウェア　 自社利用システムの開発　 114,790

２．当期減少額の主なものは、次の通りであります。

科目 理由 金額

建物　 オフィス移転に伴う建物附属設備等の除却　 121,448

権利金　 事業計画見直しに伴う減損損失　 198,938

３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 138,238 66,002 79,770 5,312 119,158

品質保証引当金 91,504 176,447 91,504 － 176,447

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の洗替額であります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,223

預金の種類  

普通預金 1,798,242

当座預金 17,721

別段預金 10,772

その他 11,619

小計 1,838,355

合計 1,839,578

ロ　売掛金

(A）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

日東電工株式会社 1,210,578

株式会社ローソン 1,167,409

佐川急便株式会社 1,056,926

全日本食品株式会社 455,833

郵便局株式会社 176,730

その他 877,358

合計 4,944,835

(B）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

3,676,491 20,186,805 18,918,461 4,944,835 　79.3 　78.2

　（注）　上記当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ　商品

区分 金額（千円）

ＰＣ、サーバー、ネットワーク関連機器及びそれらの周辺製品 17,236

ニ　製品

区分 金額（千円）

ＩＳＤＮ通信ボード 3,415

ホ　仕掛品
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区分 金額（千円）

システム開発 40,309

②　固定資産

イ　関係会社株式

相手先 金額（千円）

株式会社エルム 567,068

フューチャーインベストメント株式会社 313,788

株式会社ディアイティ 242,636

株式会社アセンディア 89,294

フューチャーフィナンシャルストラテジー株式会社 30,000

その他 67,887

合計 1,310,675

ロ　関係会社長期貸付金

相手先 金額（千円）

フューチャーインベストメント株式会社 889,666

株式会社ジーベックランド 143,722

株式会社ＡＢＭ 70,000

株式会社アセンディア 36,488

合計 1,139,877

ハ　敷金保証金

相手先 金額（千円）

株式会社第一ビルディング 414,035

株式会社ワイズビルマネジメント 178,572

三菱地所ビルマネジメント株式会社 66,934

株式会社上山産業 46,412

ダイビル株式会社 15,506

その他 13,552

合計 735,013

③　流動負債

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

日本オラクル株式会社 94,948

株式会社アイ・エム・ジェイ 39,729

レッドフォックス株式会社 33,325

エス・エー・エス株式会社 27,195

株式会社アプローチ・システムズ 22,145

その他 345,618

合計 562,963
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ロ　短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社エルム 400,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 300,000

株式会社三井住友銀行 300,000

合計 1,000,000

ハ　未払法人税等

区分 金額（千円）

法人税 721,124

事業税 213,219

住民税 149,272

合計 1,083,616

（３）【その他】

　特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類（注） 100株券　10株券　１株券

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 ─

株式の名義書換え（注）  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他のやむをえない事由により電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.future.co.jp/ir/notice/index.html

株主に対する特典 該当する事項はありません。

（注）「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成

16年法律第88号）の施行に伴い、平成20年11月21日開催の取締役会決議により平成21年１月５日を効力発生日

とする株式取扱規程の改正を行い、該当事項はなくなっております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第19期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年３月25日関東財務局長に提出

(２) 有価証券報告書の訂正報告書

平成20年５月19日関東財務局長に提出

事業年度（第19期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。

(３) 半期報告書

事業年度（第20期中）（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）平成20年９月25日関東財務局長に提

出

(４) 臨時報告書

平成20年１月７日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動）に基づく臨時報告であります。

平成20年７月18日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動）に基づく臨時報告であります。

(５) 自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月15日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年10月31日）平成20年11月６日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年11月１日　至　平成20年11月30日）平成20年12月２日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年12月１日　至　平成20年12月31日）平成21年１月６日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年１月31日）平成21年２月13日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年２月28日）平成21年３月10日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年３月24日

フューチャーアーキテクト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 須藤　修司　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

フューチャーアーキテクト株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フュー

チャーアーキテクト株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年３月19日

フューチャーアーキテクト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊　浩一郎　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 須藤　修司　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

フューチャーアーキテクト株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フュー

チャーアーキテクト株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年３月24日

フューチャーアーキテクト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 須藤　修司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

フューチャーアーキテクト株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フューチャー

アーキテクト株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年３月19日

フューチャーアーキテクト株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡邊　浩一郎　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 須藤　修司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

フューチャーアーキテクト株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フューチャー

アーキテクト株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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